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は じ め に 

 

各気象台や気象庁は、大雨や暴風等が予想される場合や、長期間の低温等平年から隔たり

の大きな天候が予想される場合には、農業被害の軽減に資するために各種の気象情報を発表

して、早めの対策を喚起しています。一般によく利用される気象情報は、日々の天気予報や

台風や風水害に関する気象情報ですが、こと農業に関しては、それに加えて緩慢な現象でも

長期間続くことによって、影響が生じる低温等にも注意を向ける必要があります。 

本手引きでは主に営農活動に役立つ気象情報に関して、気象台の発表する情報体系や農業

技術指導の際に押さえておきたいワンポイント知識を掲載しています。長期間継続する現象

の「発生しやすい気象状況」や「農作物などへの影響」の説明とともに、気象情報文の例

と、発表されるタイミング、さらに気象庁ホームページからより細かい気象情報を入手する

方法などを取りまとめました。また、屋外で活動する機会の多い農業者の安全確保の観点で

の気象情報の活用についても説明しています。 

本手引きの初版を平成 30年３月に発行し、その後運用が開始された台風強度予報の５日

先までの延長、２週間気温予報や早期天候情報についての改訂を令和元年 10月に行うとと

もに、農業生産計画に役立つ気象情報について内容の増強と用語や統計に関する説明を付録

として追加しました。さらに、令和３年度には大雨特別警報の基準変更、熱中症警戒アラー

トや顕著な大雨に関する情報の運用開始、様々な気象情報が掲載されている気象庁ホームペ

ージ更新に伴う気象情報の内容の変更などが行われ、これらについて今般、改訂を行いまし

た。 

各県等の農業関係機関において気象情報を利用して対策される場合の参考として、あるい

は農業技術指導に当たる場合の基本的気象知識としてご活用いただき、総じて農業被害など

の軽減に繋げていただきたいと考えております。 
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1 気象情報とは 

一般に、大気中で起きる様々な現象を総じて「気象」といいます。このため「気象情報」

は、広く気象に関する観測や予報に関する情報のすべてを指す使い方があります。そのほか

「気象情報」には、警報や注意報の予告や補足、あるいはその他の状況をお知らせするため

に気象台が発表する「〇〇に関する気象情報」等の文章情報や更新頻度の高いレーダー観測

成果等に基づいて、ホームページなどで見ていただく図情報等の一つ一つを指す場合もあり

ます。 

農業に役立つ気象情報の中には、気象庁が発表する各種の気象情報が含まれますので、ま

ずそれらを概観しておきます。 

 

1.1 天気予報、週間天気予報、季節予報 

図 1.1 に、気象台が発表する各種予報の例を示します。 

（1）天気予報・週間天気予報

（https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=forecast） 

天気予報は、明後日までの晴れ・曇り・雨・雪の天気や、風や波について、１日のうちで

どのように変化するかを短文で説明しています。雷や霧の予報が付け加えられることもあり

ます。このほかに、最高／最低気温や６時間刻みの降水確率なども発表しています。天気概

況文では、気圧配置の説明や天気変化の注目点を簡単に述べています。これらは、農業面で

の利用では、主に当日・翌日の屋外作業計画などの検討に利用できます。また、地図上に天

気や気温などを配した分布予報（https://www.jma.go.jp/bosai/wdist/）も発表していま

す。 

週間天気予報は、１週間先までの日別の天気と最高／最低気温、１週間の降水量の多寡な

どを発表しています。天気予報同様に数日先までの農作業計画の参考や生育見通しなどの判

断にも使われます。 

天気予報・週間天気予報には、気象庁以外の発表のものもあります。予報業務許可事業者

の元で、気象予報士が利用者向けに発表できるので、たとえば放送局によって異なる天気予

 

図 1.1 気象台が発表する各種予報（天気予報、分布予報、週間天気予報、季節予報） 

（天気予報） 
（週間天気予報） 

（季節予報） 

（分布予報：気温） 
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報が放送されることもあります。民間においては、10日先までのポイント予報を有料提供

している会社もあります。 

 

（2）季節予報（https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=season） 

気象庁は、１か月予報、３

か月予報、暖候期・寒候期予

報を行っています。毎週木曜

日に発表する１か月予報で

は、週ごとの気温の平年比較

と１か月間の降水量、日照時

間と平均気温の平年比較を確

率予報の形式で発表していま

す。１か月予報などの季節予

報は、全国を 11ブロックの地

方予報区に分けて発表してい

ます（図 1.2）。愛知・岐阜・

三重・静岡の４県の地域をま

とめて、東海地方予報区として名古屋地方気象台から発表しています。 

 

1.2 防災気象情報 

（1）気象等の特別警報・警報・注意報などの防災情報

（https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=warning） 

大雨や暴風（強風）などは、農業に限らず多方面に影響があります。このため、気象庁

は、大雨や暴風などによって発生する災害の防止・軽減のため、気象警報（以下単に警

報）・注意報や早期注意情報（警報級の可能性）、気象情報などの防災気象情報を発表してい

ます。警報や注意報は必要に応じて随時発表されますが、気象庁では、対象となる現象や災

害の内容によって図 1.3 に示す６種類の特別警報、７種類の警報、16種類の注意報、４種

類の早期注意情報（警報級の可能性）を発表しています。発表中の警報・注意報は、気象庁

ホームページで確認できるほか、テレビやラジオなどでは特別警報や警報が発表された場合

に放送され、ニュースや天気予報番組で警報・注意報の発表状況が放送されています。 

        

 

図 1.2 地方季節予報や地方気象情報の区域と発表官署 

 

図 1.3 気象等の特別警報・警報・注意報などの種類 
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住民が「自らの命は自らが守る」意識を持ち、自らの判断で避難行動をとるとの方針が示

された平成 31年３月改定の「避難勧告等に関するガイドライン」（内閣府（防災担当））

は、令和３年５月に、「避難情報に関するガイドライン」に名称を変更し改定されました。

気象庁が発表する防災気象情報は、このガイドラインの方針に沿って自治体や気象庁等から

発表される防災情報を用いて住民がとるべき行動を直感的に理解しやすくなるよう、図 1.4

に示す５段階の警戒レベルを明記して提供されます。図 1.4 に示す防災気象情報が発表され

たら、ただちに地元市町村の避難情報に従うなど、適切な行動をとってください。 

また、大雨の際の雨量予報は、様々なケースを考え、気象台から区域内で発生する可能性

のある最大値を予想して発表されます。雨の降り方などから、土砂災害、浸水害、河川流域

の危険度を判断して警報等を発表します。また、暴風や強風が予想される場合には、陸上及

び海上の 10分間平均風速の最大値や瞬間風速の最大値を予想して発表します。 

発表中の警報・注意報の種類や地域は、気象庁ホームページで、地図表示や都道府県内の

市町村毎一覧表で確認できます。また図 1.5 に示すように、市町村毎の表には、警報級・注

意報級の現象が予想される時間帯が色分けで表示され、１時間最大雨量、風向・風速や波の

高さ等が表示されています。 

警報・注意報の発表基準は、災害発生に密接に結びついた指標（風速、潮位や後述する雨

量指数など）を用いて設定しています。警報・注意報の基準は、市町村毎に過去の災害を網

羅的に調査した上で、重大な災害の発生するおそれのある値を警報の基準に、災害の発生す

るおそれのある値を注意報の基準に設定しています。また特別警報の基準は、警報の発表基

準をはるかに超え、数十年に一度という極めて稀で異常な現象を対象として設定しています

 

図 1.4 危険度の高まりに応じて段階的に発表される防災気象情報とその利活用 
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（図 1.6）。これらの発表基準は、地域の災害対策を担う都道府県知事及び市町村長の意見

を聴いて決めています。特別警報、警報、注意報は、基準に到達する現象（特別警報級、警

報級、注意報級の現象）が予想されるときに発表します。 

 

市町村が属する府県予報区内で、警報級や注意報級の現象が予想されている事項の概要を表

示します。 

 

発表中の「特別警報」「警報」「注意報」の種別を、発表状況（発表、継続、特別警報から警

報、特別警報から注意報、警報から注意報、解除）毎にまとめて表示します。特別警報や警報に

切り替える可能性が高い警報・注意報については、種別の末尾に「！」を付して表示します。ま

た、大雨特別警報や大雨警報は、大雨特別警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）のように、特に

警戒すべき事項を括弧書きで付しています。 

 

発表中の警報・注意報について、現象毎に、３時間毎の現象の推移を表します。備考・関連

する現象欄には、表で示した時間帯以降に警報級や注意報級の現象が続く予想や、竜巻やうねり

など警報・注意報に関連する現象について表示します。灰色で表示した時間帯は、予測の確度が

十分ではなく、危険度や予測値を表示していません。この時間帯の危険度や予測値は、今後発表

する警報・注意報で更新していきます。 

図 1.5 気象庁ＨＰでの特別警報・警報・注意報の各市町村の発表文の例 
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よくある質問に、警報等の発表・解除のタイミングに関することがあります。発表に関し

ては、情報が皆さんに伝わるための時間を見込んで、予想される現象が発生する、おおむね

３～６時間前に発表するよう努めています。なお、明るいうちに対策がとれるように、例え

ば、翌日明け方から警報級の現象が予想される場合には、夕方の時点で「明け方までに〇〇

警報に切り替える可能性が高い」といった内容の注意報を発表します。 

解除に関しては、警戒や注意する必要があるうちは解除しません。例えば、雨が止んだ後

でも、大雨や洪水の警報等が続いていることに疑問を持たれる方もありますが、地盤の緩み

に警戒が必要な場合や河川の上流域での降雨や雪解けが下流域に影響する場合があります。

警報や注意報が発表されているうちは油断しないようにしてください。 

 

（2）記録的短時間大雨情報・顕著な大雨に関する情報 

（https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=information&element=information） 

記録的短時間大雨情報は、数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を、観測

（地上の雨量計による観測）したり、解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分

析：解析雨量）したりしたときに発表します。この情報は、現在の降雨がその地域にとって

土砂災害や浸水害、中小河川の洪水災害の発生につながるような、稀にしか観測しない雨量

であることをお知らせするために、雨量基準を満たし、かつ、大雨警報発表中に、キキクル

（危険度分布）の「非常に危険」（うす紫）が出現している場合に発表するもので、大雨を

観測した観測点名や市町村等を明記しています。雨量基準は、三重県は１時間雨量 120 ミ

リ、静岡県は１時間雨量 110 ミリ、岐阜県と愛知県は１時間雨量 100 ミリです。 

また、顕著な大雨をもたらすことのある線状降水帯が発生していることを検知した際には

「顕著な大雨に関する情報」を発表します。線状降水帯による降雨域は、後述する気象庁ホ

ームページの雨雲の動きや今後の雨のページで確認することができます。 

これらの情報が発表されたときは、お住まいの地域で、土砂災害や浸水害、中小河川の洪

（注）発表にあたっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などについて過去の災害事例に照

らして算出した客観的な指標を設け、これらの実況および予想に基づいて判断をします。 

図 1.6 気象等に関する特別警報の発表基準 
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水災害の発生につながるような猛烈な雨が降っていることを意味しています。実際にどこで

災害発生の危険度が高まっているかをキキクル（危険度分布）で確認してください。 

 

（3）竜巻注意情報

（https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=information&element=tornado） 

竜巻注意情報は、積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバーストなどの激しい突風に対して

注意を呼びかけるものです。竜巻などの激しい突風が予測される場合には、時間経過や発生

の可能性に応じて気象情報、雷注意報、竜巻注意情報を発表し、段階的に注意を呼びかけま

す。詳しくは 35ページの 3.3（3）で説明します。 

 

（4）熱中症警戒アラート 

令和３年度から、４月第４水曜日から 10月第４水曜日までを対象として、翌日又は当日

の暑さ指数（WBGT）※が 33以上になることが予想される場合に、環境省と気象庁が共同で

「熱中症警戒アラート」を発表し、熱中症への警戒を呼びかけます。 

前日の 17時過ぎに、翌日の暑さ指数（WBGT）が 33 以上となると予想される場合、17時

過ぎに発表し、当日５時過ぎにも発表します。当日５時過ぎに新たに暑さ指数（WBGT）が

33 以上となると予想される場合には、当日５時過ぎに発表します。 

図 1.7 に暑さ指数（WBGT）と注意すべき生活活動の目安等を示します。熱中症は、人それ

ぞれの体調や行動、作業環境など、様々な要素が原因となるので、日ごろから、最新の暑さ

指数（WBGT）の実況・予測などに注意し、熱中症対策をとることが重要です。 

 

（5）早期注意情報（警報級の可能性） 

警報級の現象が５日先までに予想されているときには、その可能性を「早期注意情報（警

報級の可能性）」として［高］、［中］の２段階で発表しています。図 1.8 は早期注意情報の

発表形式です。警報級の現象は、ひとたび発生すると命に危険が及ぶなど社会的影響が大き

いため、可能性が高いことを表す［高］だけでなく、可能性が高くはないが一定程度認めら

れることを表す［中］も発表しています。 

 

※暑さ指数（WBGT）：気温、湿度、輻射熱（日差し等）からなる熱中症の危険性を示す指標です。環境

省熱中症予防情報サイト（ https://www.wbgt.env.go.jp/）から取得可能です。 

図 1.7 暑さ指数（WBGT）と注意すべき生活活動の目安 
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大雨に関して、[高]又は[中]が予想されている場合は、災害への心構えを高める必要があ

るとされる警戒レベル１です。最新の防災気象情報等に留意するなど、災害への心構えを高

めてください。気象庁ホームページでは市町村毎の警報・注意報のページや都道府県毎の天

気予報のページに添付して発表しています。 

 

（6）「〇〇に関する気象情報」 

（https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=information&element=information） 

「〇〇に関する気象情報」として気象現象などを標題として発表されます。主なものとし

て、台風情報、警報等の内容を補足する情報、あるいは警報に先立って現象を予告する気象

情報などがあります。気象情報は、地域のまとめ方によって東海地方気象情報あるいは〇〇

県気象情報として発表されます。 

農業等への利用を意図した情報として、早期天候情報や長期間の高温/低温・少雨・長

雨・日照不足などに関する気象情報があります。これらのものについては後の章において詳

しく説明します。 

 

（7）１時間から 15時間先までの雨・雷・竜巻の予想 

気象庁では、１時間先までの雨・雷・竜巻の実況や予想について、雨雲の動き（高解像度

降水ナウキャスト）、雷活動度（雷ナウキャスト）、竜巻発生確度（竜巻発生確度ナウキャス

 

図 1.8 早期注意情報（警報級の可能性）の発表形式 
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ト）として発表しています。また 15時間先までの１時間毎の雨量予想について、今後の雨

（降水短時間予報）として発表しています。 

農作業などで開けた土地にいる場合は、雷雲の接近などに注意してください。天気予報な

どで、「大気の状態が不安定」と解説される日や、雷注意報が発表になっている場合は、周

囲の空の様子などに十分注意してください。 

これらのナウキャストは、分布図で表示された情報として気象庁ホームページの雨雲の動

きのページ（https://www.jma.go.jp/bosai/nowc/）で確認できます。 

 

【雨雲の動き（高解像度降水ナウキャスト）】 

高解像度降水ナウキャストは、気象レーダー実況等から作成した予報で、５分毎の降水量

分布を、30分先までは 250ｍ四方の細かさで、その後 60分先までは１km四方で予報してい

ます。 

 

【雷活動度（雷ナウキャスト）】 

 雷ナウキャストは、雷の激しさや雷の可能性を１km格子単位で解析し、その１時間後

（10分～60分先）までの予測を行うもので、10分毎に更新して提供します。 雷の解析

は、雷監視システムによる雷放電の検知及びレーダー観測などを基にして活動度１～４で表

します。予測については、雷雲の移動方向に移動させるとともに、雷雲の盛衰の傾向も考慮

しています。 

雷の活動度は、最新の落雷の状況と雨雲の分布によって、以下のように区分しています。 

 活動度４は、「激しい雷」で、落雷が多数発生していることを意味します。 

 活動度３は、「やや激しい雷」で、落雷があることを意味します。 

 活動度２は、「雷あり」で、電光が見えたり雷鳴が聞こえる。または、現在は、発雷し

ていないが、間もなく落雷する可能性が高くなっていることを意味します。 

 活動度１は、「雷可能性あり」で、1時間以内に落雷の可能性があることを意味します。 

活動度２～４が予測された場合は、落雷の危険が高くなっていますので、建物の中など安

全な場所へ速やかに避難してください。また、避難に時間がかかる場合は、雷注意報や活動

度１が予測された段階から早めの対応をとることが必要です。図 1.9 の上図は、活動度と被

害を防ぐために利用者がとるべき行動を取りまとめた表です。 

なお、雷注意報や活動度１～４が発表されていない地域でも雷雲が急発達して落雷が発生

する場合がありますので、天気の急変には留意してください。 

 

【竜巻発生確度（竜巻発生確度ナウキャスト）】 

竜巻発生確度ナウキャストは、竜巻やダウンバーストなどの激しい突風の発生する可能性

を、気象ドップラーレーダーの観測と数値予報を組み合わせて判定し、発生確度１及び２と

して表します。10km 四方で解析した結果を分布図で提供し、１時間後までの移動予報と合

わせて 10分毎に常時提供します。この情報は、高解像度降水ナウキャストの画面で確認で

きます。 
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発生確度２となった地域で、竜巻などの激しい突風が発生する可能性（予測の適中率）は

7～14％程度です。発生確度１は、発生確度２で見逃す事例を補うように設定しており、広 

がりや出現する回数が多くなります。このため、発生確度１以上の地域では、見逃しが少な

い反面、予測の適中率は１～７％程度と低くなります。 

竜巻などの激しい突風は、人の一生のうちほとんど経験しない極めて稀な現象です。従っ

て、発生確度１や２程度の可能性でも、普段に比べると竜巻などの激しい突風に遭遇する可

能性は格段に高い状況ですので、発達した積乱雲が近づく兆候がある場合は、頑丈な建物内

に入るなど安全確保に努めてください。図 1.9 の下図は、竜巻発生確度ナウキャストの発生

確度の説明を取りまとめた表です。 

なお、発生確度１や２が予測されていない地域でも雲が急発達して竜巻などの激しい突風

が発生する場合がありますので、天気の急変には留意してください。 

気象庁ホームページでの高解像度降水ナウキャスト（雨雲の動き）、雷活動度、竜巻発生

確度の表示例を図 1.10 に示します。 

 

【今後の雨（降水短時間予報）】 

降水短時間予報は、数値予報も加味して１時間降水量について、15時間先までの降水を

分布図形式で行う予報です。降水短時間予報は、６時間先までと７時間から 15時間先まで 

  

 

図 1.9 上：雷ナウキャストで示す活動度と被害を防ぐために利用者がとるべき行動 

下：竜巻発生確度ナウキャストの発生確度の説明 
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とで発表間隔や予測手法が異なります。６時間先までは 10分間隔で発表され、各１時間降

水量を１km格子で予報します。７時間先から 15時間先までは１時間間隔で発表され、各１

時間降水量を５km格子で予報します。気象庁ホームページの今後の雨（降水短時間予報）

のページ（https://www.jma.go.jp/bosai/kaikotan/）で確認できます。 

 

（8）キキクル（警報の危険度分布）  

気象庁では、雨によって引き起こされる災害発生の危険度の高まりを表す指標として、土

壌雨量指数、表面雨量指数、流域雨量指数を導入しています。これらの３つの「指数」と警

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.10 高解像度降水ナウキャスト（雨雲の動き：上図） 

雷活動度（左下図）、竜巻発生確度（右下図）の表示例 
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報などの「基準」を用いることで、雨によって引き起こされる災害リスクの高まりを「雨

量」そのものより適切に評価・判断し、より的確な警報発表に努めています。 

土砂災害、浸水害、洪水害について、それぞれの危険度の高まりを面的に確認できるキキ

クル（警報の危険度分布）を提供しています。詳細は気象庁ホームページの以下のアドレス

を参照してください。https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/riskmap.html 

現在の危険度分布の状況は、以下のキキクル（危険度分布）のページで確認できます。 

 土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）

（https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:land） 

 浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度分布）

（https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:inund） 

 洪水キキクル（洪水警報の危険度分布） 

（https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:flood） 

 

なお、気象庁では、住民の主体的な避難の判断を支援することを目的に、民間事業者の協

力を得て、危険度分布の変化を伝えるプッシュ型の通知サービスを行っています。詳しくは

以下のアドレスを参照してください。 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/ame_push.html 

 

 

1.3 農業生産計画に役立つ気象情報 

（1）天候情報や気候情報 

農業は、自然環境の下で衣食住に必要な材を生産する産業で、１週間から数ヶ月（作物に

よっては数年、あるいは数十年）にわたって気象・気候等の影響のもとに行われる産業で

す。様々な災害によって重大な影響を受けるため、一般的な気象情報に注意を払って対策す

る必要もありますが、これらに加えて農業生産の面では少し長めの期間の気象や気候の影響

にも注意する必要があります。気象庁ではこのような長さの期間を対象とする情報を、天候

情報や気候情報と呼んでいます。この目的で利用できる情報の種類（名前）と発表日などを

整理すると、図 1.11 のとおりです。 

農業においては、その風土に適した作物を耕作すること（適地適作）が基本ですから、そ

の地における平均的な天候の下で、適量の生産が得られることが原則的です。気象の面から
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は、平年並の天候であるならば平年作（収穫・収量）になるものと大まかに整理していま

す。 

平年並の天候やずれをどう表現するか、気象庁の方法を示しますと、過去 30年のデータ

を様々な期間で整理した上で、30個のデータを小さい順から並べ直して、各 10個が該当す

る階級を求め、それぞれの範囲を、低い（少ない）／平年並／高い（多い）の３つ階級で表

します。またその 30個の平均値を求め、平年値と定義しており、それからの差を平年差、

それとの比を平年比、などと呼んでいます。（付録１を参照） 

季節予報では、対象の予報期間・種類に対応する階級値を基準にして、主にアンサンブル

予報の結果と予報官の知見を組み合わせて、各階級の天候となる確率を 10％毎のまとめで

、低い（少ない）確率〇〇％、平年並の範囲の確率〇〇％、高い（多い）確率〇〇％と発表

します。 

 

（2）２週間気温予報と早期天候情報  

気象庁は、2019 年６月から向こう２週間の気温予報の発表を開始しました。週間天気予

報の先の２週間先まで（８日先から 12日先を中心とした各日の５日間平均）について、地

点ごとの最高気温、最低気温と地域ごとの日平均気温を毎日（14時 30 分ごろ）予報しま

す。図 1.12 は、全国（一覧表示）における解説文と名古屋地点の例です。 

ホームページでは、過去１週間の経過と向こう２週間の予報をまとめて、気温の変化をわ

かりやすく表示しています。府県別のページでは、府県週間天気予報を提供している地点の

 

図 1.11 気象庁が発表する予報の種類 
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最高・最低気温について、過去１週間の経過と向こう２週間の予報をまとめて表示します。

愛知県では名古屋地点の情報を表示します。２週目の予報は５日間平均です。 

① 地点の最高気温と最低気温を数字で記載し、その気温が平年と比べて高いか低いのか、

階級を色で示しています。 

 

 

図 1.12 ２週間気温予報 

（上段：解説文の例（全国（一覧表示）） 下段：愛知県の例） 

https://www.data.jma.go.jp/cpd/twoweek/ 

① 

③ 
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② 地点の最高気温と最低気温の推移をグラフで示しています。 

③ その府県が含まれる地域の平均的な気温が、平年と比べて高いのか、低いのか（階級）

を色で示しています。 

一般的に、地点の気温の予測と比べ、地域平均気温の予測のほうが、精度は高い傾向があ

ります。 

この２週目について、平年に

比べてかなりの高温や低温が予

想されるとき、早期天候情報を

発表して、今後の気象情報等に

留意を促します。図 1.13 は東海

地方の早期天候情報の例です。 

早期天候情報は、原則として

月曜日（祝日の場合は火曜日）

と木曜日に、情報発表日の６日

後から 14日後までを対象とし

て、５日間平均気温が「かなり

高い」もしくは「かなり低い」

となる確率が 30％以上と見込ま

れる場合に発表します。 

また、11月～３月において５

日間降雪量が「かなり多い」と

なる確率が 30％以上と見込まれる場合にも発表します。東海地方では岐阜県山間部（美濃

地方の山地と飛騨地方）の降雪を対象としています。なお、期間のはじめや終わり頃の降雪

を対象に、その影響を考慮して雪に関する早期天候情報を発表する場合もあります。 

高温に関しては、熱中症の発生しやすい時期に発表条件を満たした場合は、２週間気温予

報の解説文や早期天候情報により注意喚起を行います。 

 

【気象庁ホームページでの２週間気温予報の確率予測資料の公開】 

気象庁では、２週間気温予報の基礎資料となる確率予測資料（データ）を気象庁ホームペ

ージで公開しています。データは毎日更新され、対象の地方（地域平均）や地点の気温の予

測値や誤差情報（0.1℃単位の累積確率値）のデータを提供しており、細かい数値的・定量

的な利用ができます。また、データの内容を可視化するサンプルワークシート（Excel ファ

イル）についても提供しています。 

これらのデータからは、農作物の生育に係わるある気温になる確率などを読み取ることが

できます。注目する気温（しきい値）を設定し確率の時系列グラフ表示や予報期間や地点ご

との予測結果が閲覧できます。しきい値は自由に変更することができるため、農業対策に活

用することができます。 

 

図 1.13 早期天候情報の例（東海地方） 

https://www.data.jma.go.jp/cpd/souten/?reg_no=22 
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例えば、しきい値を「27℃」とすると、後で述べる 44ページの 5.2（2）で示した水稲の

白未熟粒の可能性を検討することができます。図 1.14 は確率予報資料（２週間気温の予

報）の名古屋の 2019 年７月 15日を初期値とした表示例で、中図の「注目する気温（しきい

値）別確率 時系列グラフ」をみると、７月 15日以降気温が上昇し、７月 22日頃から平均

気温 27℃を超える確率が約 80％以上の日が続く予想となっています。約１週間以降は 27℃

以上になる可能性が高くなるため、例えば、田に冷水を多く流す等の対策を検討する判断資

料とすることができます。 

データは、次のアドレスの「確率予測資料（CSV 形式）取得ページ」から取得できますの

で参照してください。https://ds.data.jma.go.jp/gmd/risk/probability/index.html 

 

（3）季節予報（１か月・３か月・暖候期寒候期予報） 

気象庁では長期間の予報として１か月先まで、３か月先まで、夏期間と冬期間の予報を発

表しています。 

 

【1か月予報】 

毎週木曜日に発表し、予報期間は、発表日直近の土曜日から 1か月間で、月間の平均気

温・降水量・日照時間が、「低い（少ない）」、「平年並」、「高い（多い）」の３つの階級に入

る確率を 10％毎に表します。また、１週目（当該週の土曜日から１週間）、２週目（翌週の

土曜日から１週間）、３～４週目（翌々週の土曜日から２週間）については予想平均気温が

３つの階級に入る確率も発表します。なお、平年並の範囲はそれぞれの予報期間に対応して

異なるため、予報文に添付して示しています。 

 

 

 

図 1.14 確率予測資料（２週間気温予報）の表示例 

（名古屋：2019 年７月 15日初期値） 

左：予測値（アンサンブル平均値）時系列グラフ（平均気温※1） 

中：注目する気温（しきい値）別確率 時系列グラフ 

（平均気温※1：しきい値 27℃超過に設定した例） 

右：累積分布関数グラフ※2 

※1 ここでは平均気温の例を示しましたが、最高気温と最低気温の表示もあります。 

※2 気温℃（横軸）以下となる確率％を表します。また縦点線は平年値を表し、薄太線は累積

分布関数から近似計算した確率密度関数です。 
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【３か月予報】 

 ３か月予報は、毎月 25日以前の 25日に最も近い火曜日（※）に発表します。予報期間は

翌月からの３か月です。３か月を通しての気温と降水量の３つの階級に入る確率と、各月毎

の気温と降水量の３つの階級に入る確率を示します。最新の１か月予報と合わせてご利用く

ださい。 

※ 具体的発表日は、以下のページに示しています。 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kisetsu_riyou/calendar/index.html 

 

【暖候期予報と寒候期予報】 

暖候期予報と寒候期予報はそれぞれ、夏（６月～８月の３か月間）と、冬（12月～翌年

２月の３か月間）を対象として、２月と９月の３か月予報発表日に行います。それぞれの３

か月を通しての気温と降水量の３つの階級に入る確率を発表します。 

暖候期予報の見通しに変更がないかどうかは、３月、４月に発表する３か月予報時に説明

します。また、寒候期予報の見通しに変更がないかどうかは、10月に発表する３か月予報

時に説明します。 

 

【気象庁ホームページからの入手】 

最新の季節予報（１か月・３か月・暖候期・寒候期予報）は、以下のページに表示される

地図から東海地方のエリアをクリックすると各季節予報のページが表示されます。 

https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=season 

 

平年並の範囲などの参考資料は、以下のページに掲載しています。 

１か月予報 https://www.data.jma.go.jp/cpd/longfcst/sankou/tokai1.html 

３か月予報 https://www.data.jma.go.jp/cpd/longfcst/sankou/tokai3.html 

寒候期・暖候期予報 https://www.data.jma.go.jp/cpd/longfcst/sankou/tokai6.html 

 

気圧配置などの説明を加えた解説資料は、各季節予報のページの下の「解説資料 PDF」の

ボタンを押すことにより表示されます。平年並の範囲などの参考資料も同様に「参考資料」

のボタンがあります。 

 

また、計算結果に基づく確率予報資料をホームページで公開しています。例えば、東海地

方平均気温の 28日間気温平年差の確率等は以下のページに掲載しています。 

https://www.data.jma.go.jp/gmd/risk/probability/verif_k1.html 

 

（4）長期間の気象情報（天候情報） 

気象庁で発表する気象情報のうち、社会的に影響の大きな天候について注意を呼びかけた

り解説したりするための情報があり、天候情報と呼んでいます。天候情報の種類には、日照
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不足や長雨、長期間にわたって平年差の大きい少雨、高温低温等が続いて、農業への影響の

拡大が想定される場合は、その実況や先の見通しを伝える天候情報を発表します。 

 

（5）季節予報の予測手法 

１か月先までの予報では海洋の変化は

少ないものとして大気の運動を予測する

モデルが利用されていますが、１か月を

超える予報では、エルニーニョ・ラニー

ニャ現象等のような海洋の変動も変化す

ることが多いため、海洋と大気の運動と

総合して予報することが必要になりま

す。このため、図 1.15 の概念図に示した

大気モデルと海洋モデルを結合したモデ

ルを使用しています。 

数値予報モデルを用いて予測している

という点では明日・明後日の天気予報と

同じですが、長期間の予測を行う季節予

報では初期値に含まれるわずかな誤差が

大きくなってしまい、不確定さが増して

予測不可能な状態になってしまう場合があります。そのため、複数の予報を行ってその結果

を統計的に処理するアンサンブル予報という手法を用いて不確定さを考慮しています。アン

サンブル予報は、１か月予報、３か月予報、暖候期予報、寒候期予報の４つの季節予報すべ

てで用いられています。 

 

（6）アンサンブル予報 

予測に伴う不確定さを考慮することで将来の予測を可能にする手法の一つにアンサンブル

予報という手法があります。  

アンサンブル予報とは、わずかに異なる複数の数値予報を行ってその結果を統計的に処理

することで、不確定さを考慮した確率的な予測を可能にするものです。季節予報では、初期

値にわずかなバラツキを与えた複数の数値予報（１か月予報では 50例、３か月、暖・寒候

期予報では 51例の数値予報）を行い、その結果を統計的に処理することで将来の予測を行

っています。複数の数値予報の結果を平均（アンサンブル平均）することにより、一つ一つ

の数値予報結果に含まれる誤差（予測の不確実性が高い部分）同士が打ち消しあって平均的

な大気の状態の予測精度を上げることができます。また、複数の予報を行うことで、それぞ

れが同じような状態を予測していれば、その状態が発生する可能性が高いと判断でき、逆

に、バラバラの状態を予測していれば、予測精度が低いと言えます。このように、アンサン

ブル予報を用いることで予測の不確定さの大きさを見積もることも可能になります。明日・

明後日のような短期間の予測では誤差がそれほど大きくならないため、アンサンブル予報を

 

図 1.15 大気海洋結合モデルの概念図 

（大気と海洋の間の相互作用を考慮した予報） 
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用いない予測が可能ですが、季節予報のような長期間の予測では、予測ができなくなってし

まうほど誤差が大きくなるため、アンサンブル予報を用いる必要があります。  

図 1.16 に１か月予報におけるアンサンブル予報の例を示します。ここでは 850hPa（地上

約 1,500m）の気温の平年差の予測を示しています。50本の細い実線は個々の予測結果で

す。初期値にわずかなバラツキを与えただけで、50個全ての予報が異なる予測結果を示し

ていることが分かります。黒の太い実線は 50本の細い線を平均したもので、これがアンサ

ンブル平均の予測結果です。この例では、向こう１か月間のはじめは高温となり、その後は

平年より低く経過すると予測されています。また、50個の予測のばらつき方は前半に比べ

後半では大きくなっており、予報時間が長くなるとともに予測が難しくなることを示してい

ます。 

なお、図の気温は７日間の移動平均であり、たとえば初期日（０日目）から６日目までを

平均した予測結果は３日目のところに示してあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 農業を支援する気象情報等が掲載されているホームページ（ポータルサイト） 

（1）気象庁「農業気象」ページ  

気象庁ホームページは気象情報が満載ですが、なかなか目的ページにたどり着けないこと

があります。そこで、便利な機能は、図 1.17 に示す各ページ右上に用意されているキーワ

ード検索と農業気象ポータルサイトです。キーワード検索で気象庁ホームページ内が検索で

きますから、本手引き内の用語でも検索を行えば、関係する情報を得ることもできます。 

農業気象ページ内の「低温」「高温」などの項目ボタンをクリックすると、過去データか

ら発表中の季節予報までの案内が一覧表に示されます。また、情報の解説ページへもすぐに

到達できるようになっています。 

 

（2）各地方気象台（名古屋・岐阜・津・静岡）のホームページ 

気象概況（月報）や農業気象速報（旬報）といった地域の定期的なまとめのほか、地域に

 

図 1.16 アンサンブル予報の例 
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顕著な気象現象があった場合には気象速報が掲出されます。県域程度の実況や予報データを

見るためには便利です。図 1.18 は、名古屋地方気象台ホームページの例です。東海地方で

は岐阜・津・静岡の各地方気象台ホームページでも同様な資料を公開しています。 

 

（3）パソコン処理できる気象実況データ 

気象庁ホームページ内には、アメダス等の気象実況値を、観測値そのもの、あるいは期間

の平均値や日数の統計処理を気象庁側で行った結果を取り出せるページを用意しています

（図 1.19）。 

将来の農業生産性の向上につなげるために、過去のある年の農業生産高と気象の関係を分

析して、その関係性を抽出し検討する場合、気象庁のアメダス等の過去データをダウンロー

ドして、パソコン等で利用できます。「ある地点の過去 10年のＸ月の平均気温」や「気温

Ｙ℃以上の日数」などが設定できます。 

また、昨日までの気象観測データの中から、複数地点の複数項目を抽出することができま

す。例えば、Ａ・Ｂ２地点の、昨日までのデータで、７日間平均気温・降水量・日照時間を

 

図 1.17 気象庁ホームページの農業気象ページ 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/nougyou/nougyou.html 
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ＣＳＶ形式のファイルでダウンロードできます。離れた地域の気象状況を比較して、この先

の市場動向の参考にするなどの利用も可能です。 

 

 

図 1.18 名古屋地方気象台ホームページ：気象概況や気象速報の例 

東海地方の各地方気象台のホームページアドレスは付録３の一覧表に記載しています。 
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図 1.19 過去の気象データ・ダウンロードページ

https://www.data.jma.go.jp/gmd/risk/obsdl/index.php 

 

 

 

 



25 
 

（4）県の機関  

県農政部局等では、気象災害対策の指針等を整備しており、気象台ではその取り組みを支

援しています。 

農業において、気象災害による農作物への被害を最小限に抑えるためには、農業従事者が

災害に応じた技術対策を習得していることが重要です。図 1.20 に示した「愛知県農業気象

災害対策技術指針」等は、これらの技術対策をわかりやすく総合的に取りまとめたもので

す。 

本手引きとともに、農業気象災害の防止・軽減に活用されることを目的としています。 

 

    

    

図 1.20 愛知県農業気象災害対策技術指針（上） 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/nogyo-keiei/0000072282.html 

静岡県施設園芸における台風・強風対策マニュアル（下）

https://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-310/kisyou/taifuutaisaku20120723.html 
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（5）農林水産省  

農林水産省では、気象庁発表の気象情報等に基づき、農作物等の被害防止に向けた技術指

導通知を発出しています（図 1.21）。 

 

   

図 1.21 農林水産省 被害防止に向けた技術指導

https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/gijyutu_sido.html 
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2 気候と農産物 

2.1 東海地方の地形 

東海地方予報区は、愛知・岐阜・三重・

静岡の４県の地域です。図 2.1 に示す東海

地方の地形をみると、東海地方の南側は紀

伊半島から伊豆半島にかけての太平洋側に

面した海岸平野と緩やかな丘陵台地が多

く、北側は中部山脈が連なり山岳地帯や盆

地となっています。河川は太平洋側に注ぐ

ものが多いですが、岐阜県北部の庄川・宮

川等は日本海へ注いでいます。 
 

2.2 東海地方の気候 

（1）ケッペンの気候区分 

ドイツの気候学者ケッペンは、植生に注

目して世界の気候区分方法を定義しています。学校で使用する地図帳などにも多く掲載され

ています。東海地方のほとんどは温暖湿潤気候（Ｃfa）に分類され、一部の地域は、主に標

高が高い影響で気温が低いため、亜寒帯湿潤気候（Ｄf）に分類されます。大陸の東岸の温

帯域では、夏と冬で吹く季節風の向きが異なります。季節風を意味するモンスーンという言

葉をあてて、モンスーン地帯とも呼ばれます。 

夏は、主に海洋からもたらされる高温で湿潤な気流の影響を受け、冬は、主に大陸からも

たらされる低温で乾燥した気流の影響を受けます。このため世界的に見ると、夏と冬の気温

差が大きく、四季が明瞭な地域です。東海地方の潜在自然植生は、広い範囲でシイ・カシ・

ツバキなどの照葉樹林、標高の高いところでは落葉広葉樹林といわれています。 

なお、生産額統計表に出てくる、みかん・茶は照葉樹に属します。かきは落葉しますが、

照葉樹林と同じ環境が適地です。 

 

（2）日本付近の特徴と局地的な気候 

日本はユーラシア大陸との間に暖かい海流が流れ込む東シナ海・黄海・日本海があるとい

う地理的条件が影響して、冬季に大陸から吹き出す季節風に、海からの水蒸気が供給され、

さらに日本列島の中央部には急峻な山脈が連なることから、本州の日本海側の地域には世界

有数の豪雪地帯となっています。東海地方では、岐阜県山間部は、冬には日本海からの季節

風に乗って雪雲や雨雲が流れ込むため、曇りや雪または雨の日が多くなり、日照時間も少な

くなります。 

日々の気温変動については、日較差（日最高気温と日最低気温の差）は、晴天日には大き

く、曇雨天日には小さい傾向があります。地理的には沿岸部では小さく、内陸では大きくな

ります。また、沿岸部の平均気温は近傍の海水温の影響を受けやすい傾向があります。東海

地方は、暖流である黒潮が近海を流れているため、冬でも比較的温暖な地域があります。 

 

図 2.1 東海地方の地形 

●：地方気象台、●：特別地域気象観測所 

「地形データには USGS の GTOPO30 を使用」 
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（3）平年値データでみる気候 

図 2.2 に、東海地方の代表地点として名古屋を、それと差異の大きい岐阜県山間部の高山

を示して、月ごとの平年値を比較します。 

【気温】 

東海地方では、気温の年間の一番高い時期は８月上旬頃、低い時期は１月下旬頃となって

います。夏季は、太平洋高気圧に覆われて、８月を中心に気温が高くなります。盛夏期の名

古屋では、最高気温が 30℃以上の「真夏日」や 35℃以上の「猛暑日」が続くことがありま

す。 

高山は、名古屋に比べて標高が高いため平均して気温が低く、さらに冬季には、冬型の気

圧配置の影響で寒気が入り、かつ日照時間も少ないことから、１～２月の平均気温は氷点下

になっています。 

【降水量】 

名古屋の降水量は、暖候期に多く寒候期に少ない太平洋側気候の特徴を示しています。６

月から７月と、９月は前線や台風の影響でまとまった雨となりやすく、日照時間も少なくな

ります。太平洋高気圧に覆われることが多い盛夏期の８月の平均降水量は少ないため、二山

型の降水量グラフになっています。寒候期については、名古屋は 12月を極小期とするグラ

フになっています。 

高山は、夏も冬も、名古屋に比べて降水量が多くなります。８月の降水量の凹みは浅くな

っています。平野部に比べ山間部は、盛夏期にも“夕立ち”等の回数が多く、月間降水量に

おいても平野部に比べ多めになっています。冬は、本州の日本海側の気候の傾向も加わりま

す。寒候期には 100 ミリ前後の月間降水量が続いています。平均気温が低いため、12月後

半から２月頃は雪として降ることが多くなっています。 

【日照時間】 

名古屋は、６月から７月と、９月に日照時間が少ない傾向にありますが、年間を通して各

月とも平均的に 150～200 時間の日照時間があります。 

高山は、暖候期は名古屋と同じ変化傾向ですが、山間部は平野部に比べて、日照時間はや

や少ない傾向があります。寒候期の 12月～１月の月間日照時間は 100 時間未満になります

が、２月からは少し増加傾向が見られます。 

 

図 2.2 名古屋と高山の月降水量・月間日照時間・月平均気温の平年値（1991-2020 年） 
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2.3 東海地方の農産物（令和元年） 

このような自然環境の下での適地適作と、出荷戦略を考えて、農業生産が行われていま

す。東海・関東農政局ホームページに掲載された資料、および農林水産省の主要農産物の産

出額と構成割合の統計資料から、令和元年の東海地方の農産物産出額をまとめると図 2.3 の

とおりで、各県ともにコメの産出額が最も多くなっています。それ以外は次のような特徴が

みられます。 

 岐阜県では、鶏卵などの畜産が上位です。また、高山市などで生産されている、ほうれ

んそう、トマトも上位となっています。作物の種類で目立つところでは、かきが全国第

４位となっています。 

 静岡県では、荒茶や茶（生葉）の産出額が全国第１位、第２位となっています。また、

みかんが第 3位となっている他、いちごやメロンも全国の上位となっています。 

 愛知県では、きく、キャベツ、しそが全国第 1位となっています。また、畜産関係が上

位に入っています。 

 三重県では、畜産関係に続いて、茶（生葉）・荒茶や庭園樹苗木、みかんの生産も上位

に入っています。 

 

 
図 2.3 県別農業産出額の上位 10品目（令和元年）（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県） 

 

【出典】東海農政局、関東農政局による農業産出額統計資料、および農林水産省の市町村別農業産出額

（推計）データベース（詳細品目別）の統計資料から引用および加工して作成 

愛知県、岐阜県、三重県：https://www.maff.go.jp/tokai/tokei/hon/index.html（東海農政局） 

静岡県        ：https://www.maff.go.jp/kanto/to_jyo/nenpou/index.html（関東農政局） 

全国の統計資料    ：https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/nougyou_sansyutu/#r 

 （政府統計の総合窓口(e-Stat)より） 
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2.4 地球温暖化への適応策  ― 数十年先の農業を考える ― 

地球温暖化により、果樹の適地が現在より北方へ移るとの予測があります。高温障害が顕

在化していることを踏まえて、高温に強い品種の開発が進められています。国内未発生の病

害虫の侵入も心配されています。農産物輸入時の防疫対策とともに、飛来昆虫などへの対策

も考えねばなりません。 

地球温暖化に関する将来予測としては、気象庁は平成 25年に「地球温暖化予測情報第８

巻」、平成 29年に「地球温暖化予測情報第９巻」を刊行しており、これに基づく地域ごとの

予測情報も公開しています。数十年先の農業政策などの検討の場合には参考にしてくださ

い。（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/gw_portal/region_climate_change.html） 

また、東京管区気象台では、関東甲信・北陸・東海地方のこれまでの気候変化や将来予測

などを掲載した「気候変化レポート 2018」を公表しています（図 2.4）。 

これらの予測によれば、降水については大雨や短時間強雨が増加する一方で雨の降らない

日も増加する予想が出ており、降水現象が極端化する可能性があります。また、雪について

は年最深積雪が山地を中心に減少する予想で、春の農業用水確保についても検討する必要が

あります。 

 

 

主な内容 

 

◎関東甲信地方・北陸地方・東海地方でこれまでに観測さ

れた 

気温、雨、雪、さくらの開花日などの長期変化 

◎地域別・都県別の今世紀末の気候変化の将来の見通し 

◎日本海、関東沖海域、日本南方海域の 100 年スケールの 

海面水温の長期変動 

◎日本沿岸の海面水位の長期変化 

 

図 2.4 気候変化レポート 2018 －関東甲信・北陸・東海地方－（東京管区気象台） 

https://www.data.jma.go.jp/tokyo/shosai/umi/kikouhenka/index.html 
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3 暴風（強風）・大雨 

3.1 発生しやすい気象状況 

（1）暴風（強風） 

数時間から数日にわたって続く暴風（強風）は、主に、台風や低気圧の周辺と、高気圧と

低気圧の間で気圧の傾きが大きいところで発生します。地上天気図に等圧線が解析されてい

ますが、その間隔が狭いところに注意が必要です。 

低気圧などが、急速に発達する場合には、実況天気図でさほど等圧線の間隔が混んでいな

くても、予想天気図では等圧線の間隔が著しく狭くなる場合もあります。そのような場合に

は、天気が急変して暴風（強風）となる場合があります。 

 

（2）大雨 

大雨は、いずれの場合も非常に湿った空気が上昇することによって、水蒸気が凝結し雨が

降ることが同じ場所で続くことで発生します。雨の量は、空気の湿り気が多ければ多いほ

ど、上昇気流が強ければ強いほど多くなります。上昇気流が起きるきっかけは、山脈などの

地形、前線、湿った空気同士が吹き集まることなどです。 

地形が関与する大雨は、主な斜面の向きと湿った空気の風向が一致すると、大雨が降りや

すくなります。東海地方では、紀伊山地などの南東斜面にあたる三重県では南東方向を主な

風向として湿った風が吹き付ける場合、中部山岳などを背にする愛知県・岐阜県・静岡県な

どでは南よりの湿った空気が吹き付ける場合に、地形性の大雨が降りやすい傾向がありま

す。 

また前線に向かって台風からの暖かく湿った空気が流入すると、長時間にわたって大雨が

続き甚大な災害を引き起こすことがあります。 

2000 年９月の東海豪雨はその典型的な事

例で、図 3.1 はこの時の地上天気図です。

９月 11日から 12日にかけて本州上には前

線が停滞していましたが、日本の南には大

型で非常に強い勢力の台風第 14号が日本の

南にあって、ゆっくりとした速度で沖縄方

面に進んでいました。この前線に向かっ

て、台風周辺の暖かく非常に湿った空気が

断続的に流入したため、東海地方では、ほ

ぼ同じ地域で長い時間にわたって積乱雲が

発生・発達し大雨となりました。 

特に、愛知県西部から三重県北中部にか

けて局地的な豪雨となり、名古屋市や東海

市では日最大１時間降水量や日降水量が観測史上第１位を更新するなど猛烈な雨が降りまし

た。２日間の総降水量は年降水量の３分の１を超える大雨となり、愛知県内では死者７名、

重軽傷者 107 名、床上浸水 22,078 棟に達する甚大な災害が発生しました。 

 
図 3.1 東海豪雨発生時の地上天気図 

（2000 年 9月 11 日 21 時） 
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【線状降水帯】 

次々と発生する発達した雨雲（積乱雲）

が列をなした、組織化した積乱雲群によっ

て、数時間にわたってほぼ同じ場所を通過

または停滞することで作り出される、線状

に伸びる長さ 50～300km 程度、幅 20～50km

程度の強い降水をともなう雨域を線状降水

帯と言います。線状降水帯の多くは暖候期

に発生し、大きな災害の要因となる集中豪

雨を引き起こすことがあります。図 3.2 は

平成 26年８月に広島市付近で発生した線

状降水帯の例です。 

 

3.2 農作物などへの影響 

（1）暴風（強風）に伴う現象と影響 

暴風（強風）により植物体が揺り動かされるために、損傷や擦れが発生することがありま

す。野菜や果実の品質低下および水稲の倒伏被害等が発生します。また、水稲の出穂期や登

 
図 3.2 線状降水帯 
平成 26年 8月に、広島市周辺で大雨が降り、大きな災害

が発生しました。広島と山口の県境付近で積乱雲が次々と発

生し、複数の積乱雲群が形成されていました（バックビルデ

ィング形成）。その積乱雲群が連なった線状降水帯が停滞す

ることで、大雨となりました。積乱雲の発生場所は、日本海

上に停滞していた前線から南側約 300km に存在していた上空

の湿潤域の南端に位置していました。その場所には、豊後水

道上で蓄えられた大量の下層水蒸気が広島市付近に局所的に

流入し、積乱雲を繰り返し発生させていました。 

風の強さ やや強い風 強い風 非常に強い風 

平均風速 10～15m/s 15～20m/s 20～30m/s 

人 

へ 

の 

影 

響 

風に向かって歩きにくく傘が
させない 

風に向かって歩けなくなり転
倒する人も出る。高所での作
業はきわめて危険。 

何かにつかまっていないと立
っていられない。飛来物によ
って負傷するおそれがある。 

   

建 

造 

物 

樋（とい）が揺れ始める。 
屋根瓦・屋根葺材がはがれる
ものがある。雨戸・シャッター
が揺れる。 

屋根瓦・屋根葺材が飛散する
ものがある。固定されていな
いプレハブ小屋が移動、転倒
する。ビニールハウスのフィ
ルム（被覆材）が広く広範囲に
破れる。 

   
図 3.3 風の強さの階級表 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/amekaze/amekaze_index.htmlから抜粋 
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熟期に、フェーン現象による乾燥と高温を伴った強風にさらされると、白穂の発生や登熟不

良等を引き起こすことがあります。広い範囲で風が強く、海上で大しけやしけの場合には潮

風害がおきる可能性があり、降雨が少ない場合には塩害が顕著になる場合があります。 
農業施設の被害としては、ビニールハウスやガラス温室の破損が発生します。風速 15m/s

以上の「強い風」では高所の作業は極めて危険な状態となり、20m/s 以上の「非常に強い

風」ではビニールハウスのフィルム（被覆材）が広範囲に破れるような被害が発生します。 

図 3.3 は、風の強さの階級によって、人や建造物に及ぼす影響を示した図です。暴風の

中、屋外に出ることは大変危険ですので、農業対策や避難は暴風となる前までに済ませてお

くことが重要です。 

 

（2）大雨による災害等 

大雨により、農地の浸水や水没被害および法面崩れなどの土砂災害が発生します。１時間

に 30㎜以上の「激しい雨」では、排水能力を超える大雨により農地は浸水被害が増大し、

50㎜以上の「非常に激しい雨」が続くときには土砂災害などが発生しやすくなります。 

図 3.4 は、雨の強さの階級によって、車に乗っているときの影響を示した図です。 

雨の強さ 強い雨 激しい雨 
非常に激しい雨 

猛烈な雨 

1時間雨量 20～30mm 30～50mm 
50～80mm 

80mm 以上 

車 

に 

乗 

っ 

て 

い 

て 

ワイパーを速くしても見づら
い。 

高速走行時、車輪と路面間に
水膜が生じブレーキが効かな
くなる。 

車の運転は危険。 

   

図 3.4 雨の強さの階級表 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/amekaze/amekaze_index.htmlから抜粋 

 

3.3 積乱雲に伴う現象と避難対策、及び気象庁が発表する竜巻注意情報 

積乱雲は、強い上昇気流によって鉛直方向に著しく発達した雲です。雲の高さは 10km を

超え、時には成層圏まで達することもあります。通常、一つの積乱雲の水平方向の広がりは

数 km～十数 kmです。 一つの積乱雲がもたらす現象は、30分～１時間程度で局地的な範囲

に限られます。しかし、発生しやすい気象状態が続くことがあり、注意が必要です。 

（1）積乱雲に伴って起きる諸現象 

【雷】 

雷は、大気中で大量の正負の電荷分離が起こり、放電する現象です。放電する際に発生する

音が雷鳴で、光が電光です。雲と地上の間で発生する放電を対地放電（落雷）といい、雲の
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中や雲と雲の間などで発生する放電を雲放電といいます。 

雷を発生させる電荷の分離は、雲の中で「あられ」と氷晶（小さい氷のつぶ）の衝突によ

り起こると考えられています。湿った空気が激しく上昇して上空の低い温度の層に達すると

「あられ」や氷晶が多量に発生し、雷雲となります。このため、雷は上空高くまで発達した

積乱雲で発生し、雷雲の背丈は、夏は７km以上、冬は４km以上となります。 

【ひょう】 

地上に達したとき、直径５mm未満の氷塊をあられ、５mm以上のものをひょうと呼んでい

ます。ひょうやあられは氷の粒が、積乱雲の中で対流を繰り返すうち、氷の粒が、粒同士が

くっついたり、水滴とぶつかって成長したりして大きくなります。落下したひょうを観察す

ると、中心から多層の層構造のあるものや、それらが併合した不規則な形状のものがありま

す。地上付近の気温が高いと、融けてしまうため、相対的に盛夏期にはひょうは降りにく

く、春や秋の時期に多く観測されます。 

【竜巻などの激しい突風】 

発達した積乱雲からは、竜巻、ダウンバースト、ガストフロントといった、激しい突風を

もたらす現象が発生します。図 3.5 は主な突風の種類ですが、この他に晴れた日の日中など

に地表付近で温められた空気が上昇することにより発生する「じん旋風」などがあります。 

突風の種類 特 徴 

竜巻 

 
積乱雲に伴う強い上昇気流により発生する激しい渦巻

きで、多くの場合、漏斗状または柱状の雲を伴います。

被害域は、幅数十～数百メートルで、長さ数キロメート

ルの範囲に集中しますが、数十キロメートルに達したこ

ともあります。 

ダウン 

バースト 

 

積乱雲から吹き降ろす下降気流が地表に衝突して水平

に吹き出す激しい空気の流れです。吹き出しの広がりは

数百メートルから十キロメートル程度で、被害地域は円

形あるいは楕円形など面的に広がる特徴があります。 

ガスト 

フロント 

 
積乱雲の下で形成された冷たい（重い）空気の塊が、

その重みにより温かい（軽い）空気の側に流れ出すこと

によって発生します。水平の広がりは竜巻やダウンバー

ストより大きく、数十キロメートル以上に達することも

あります。 

図 3.5 主な突風の種類 
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（2）避難と対策 

①まずは人命 

身の危険を感じた場合は、積乱雲が近づく兆しや雷鳴が聞こえた場合などは、身を守るこ

とを第一に対処してください。落雷や突風等による人命被害を受けないためには、鉄筋コン

クリート製などの頑丈な建物などへ避難してください。 

建物などへの避難が間に合わない場合は、次善策として少しでも身を低くし、雷や飛来物

を避けられる場所を探してください。樹木下は危険です。樹木より人体の方が電流を通しま

す。  

②雷災害予防 

電気施設及び重要な設備はあらかじめ避雷針の設置などを検討してください。発雷時には

必要の無い電気製品は、配電線、通信線、アンテナ等を取り外してください。 

③ひょうの落下速度と対策 

果実や葉が傷つきます。農作物へのひょうの直撃を軽減するためにも防ひょうネットや寒

冷紗などで覆うよう対策してください。大きいものになると車の屋根を凹ませたり、フロン

トガラスが割れる場合もあります。直径１cmのひょうで落下速度はおよそ時速 50km と見積

もられ、大きく重いものは落下の速度も増しますので破壊力が大きくなります。直径５cm

にもなると、時速 100km を上回ると計算されます。 

事後対策としては、折損した茎葉の除去と適切な薬剤散布を行い、病害の発生を防止する

等で、霜の事後対策とほぼ同様です。 

④突風被害の予防 

パイプハウス等では、被害の拡大を防ぐため、様々な補強策はありますが、風速がハウス

の許容耐力を上回る場合は緊急的に被覆資材の除去も検討してください。 

 

（3）気象庁が発表する竜巻注意情報 

竜巻などの激しい突風が予測され

る場合には、時間の経過や発生の可

能性に応じて、気象情報、雷注意

報、竜巻注意情報を発表し、段階的

に注意を呼びかけます（図 3.6）。 

竜巻注意情報は、1.2(7)の竜巻発

生確度ナウキャストの項で解説した

「発生確度２」が現れた地域に発表

するほか、目撃情報が得られて竜巻

等が発生するおそれが高まったと判

断した場合にも発表します。この情

報の有効期間は約１時間としており、１時間後においても注意を継続する必要がある場合は

再度発表します。竜巻注意情報が発表された場合には、まず簡単にできる対応として、周囲

の空の様子に注意してください。そのとき、空が急に真っ暗になる、大粒の雨が降り出す、

 

図 3.6 雷・竜巻に関する情報体系 
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雷鳴が聞こえるなど、積乱雲が近づく兆候が確認された場合には、頑丈な建物に避難するな

ど身の安全を確保する行動をとってください。 

現在発表中の竜巻注意情報は、以下のアドレスで確認できます。

https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=information&element=tornado 

 

4 台風 

4.1 台風の進路や発生数の特徴 

図 4.1 の上の表は台風の発生数の平年値です。８月は台風の発生数が多く、８月から９月

は東海地方への接近数も多くなります。なお、８月頃は上空の風が弱く複雑な進路になるこ

とも多くあります。 

熱帯の海域で発生した台風は、暖かく非常に湿った空気をエネルギー源として発達し、太

平洋高気圧の縁辺に沿って進み、台風の進路によっては日本付近に接近します（図 4.1 下

左）。図 4.1 下右に示した台風の平均的進路図をみると、６月以前や 10月以後は太平洋高気

圧の北への張り出しが弱く、台風は赤道付近で吹いている東よりの風（貿易風とも呼ばれま

す）に流されて南シナ海からインドシナ半島方面へ向かうか、南海上で早々に東向きに進路

を変えてしまうので、日本付近に影響を及ぼすことは比較的稀です。６月頃から９月頃の時

期は、太平洋高気圧の勢力が強まり、台風の進路が東寄りに変わる緯度は北緯 30度以北ま

で北上してきます。９月にかけては北半球では海面水温が高くなる時期で台風に与えられる

水蒸気の量が多くなるため、台風の勢力も強いものが多くなります。  

 

  

図 4.1 台風の発生数の平年値※（上）と進路の説明（下） 

※：1991-2020 年の平均値 

 

4.2 台風が及ぼす農作物などへの影響 

台風は赤道付近からの、暖かく非常に湿った空気を日本付近へ持ち込むため、大雨をもた
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らします。また強い空気の渦巻きでもありますので暴風をもたらします。暴風の結果、海上

は波・うねりが高く大しけになりますし、海水を岸に吹き寄せる等で潮位が上昇し高潮も発

生させます。 

台風に伴う災害の近年の例では、平成 29年（2017 年）台風第 21号では地形や前線と台

風の影響で三重県南部を中心に 10月 21 日から 23日までの３日間で最大で約 800 ミリの大

雨が降り、河川の氾濫や土砂災害が多数発生しました。 

 

4.3 台風に関する気象情報等 

（1）台風に関する気象情報の発表体系と目的 

台風が発生した場合、気象庁は台風の位置や予想される進路及び最大風速などを「台風情

報」として発表し、東海地方の各県で大雨や暴風が予想される場合には「予告的な気象情

報」を発表して事前の対策を呼びかけます。また、差し迫った風水害に対して「警報や注意

報」を発表して直前の警戒や注意を呼びかけます。 

これらの情報の内容や現象の発生する時間を分かりやすく提供するため、警報や注意報の

期間や予想される雨量など「危険度を色分けした時系列」や翌朝及び数日先までの「早期注

意情報（警報級の可能性）」を図表形式で発表しています。 

 

（2）台風情報 

台風情報（https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=typhoon）は、台風の実況

と予報からなります。図 4.2 は台風情報の表示例です。 

【台風の実況】 

気象庁では、台風の実況を３時間毎に発表しています。台風の実況の内容は、台風の中心

位置、進行方向と速度、中心気圧、最大風速（10分間平均）、最大瞬間風速、暴風域、強風

域です。 

現在の台風の中心位置を示す×印を中心とした赤色の太実線の円は暴風域で、風速（10

分間平均）が 25m/s 以上の暴風が吹いているか、地形の影響などがない場合に吹く可能性の

ある範囲を示しています。この円内では、いつ暴風が吹いてもおかしくありません。黄色の

実線の円は強風域で、風速（10分間平均）が 15m/s 以上の強風が吹いているか、地形の影

響などがない場合に吹く可能性のある範囲を示しています。また、青い線は現在までの台風

の経路を示します。 

【台風の予報】 

気象庁は、台風の１日（24時間）先までの 12時間刻みの予報を３時間毎に発表し、さら

に５日（120 時間）先までの 24時間刻みの予報を６時間毎に発表します。予報の内容は、

各予報時刻の台風の中心位置（予報円の中心と半径）、進行方向と速度、中心気圧、最大風

速、最大瞬間風速、暴風警戒域です。 

破線の円は予報円で、台風の中心が到達すると予想される範囲を示しています。予報した

時刻に、この円内に台風の中心が入る確率は 70％です。また、予報円の中心を結んだ白色

の点線を表示することもできますが、台風の中心が必ずしもこの線に沿って進むわけでない



38 
 

ことに注意してください。予報円の外側を囲む赤色の実線は暴風警戒域で、台風の中心が予

報円内に進んだ場合に５日（120 時間）先までに暴風域に入るおそれのある範囲全体を示し

ています。 

台風の強さ（中心気圧や最大風速）は台風が進むコースによって大きく変わる場合があり

ます。したがって、中心位置の予報が変われば、強さの予報も大きく変わる場合があるた

め、常に最新の予報をご利用ください。また、台風情報で発表する台風の最大風速、最大瞬

間風速は台風により吹く可能性のある風速の最大値を示します。このため、地形や竜巻のよ

うな局所的な気象現象などの台風以外の影響により、一部の観測所で観測値がこれらの値を

超える場合があります。 

なお、台風の動きが遅い場合には、12時間先の予報を省略することがあります。暴風域

や暴風警戒域のない台風の場合には、予報円と強風域のみの表示になります。 

さらに、台風が日本に接近し、影響するおそれがある場合には、台風の位置や強さなどの

実況と１時間後の推定値を１時間ごとに発表するとともに、24時間先までの３時間刻みの

予報を３時間毎に発表します。 

図 4.2 の右図は、24時間先までの情報の例です。それぞれの地域で警戒が必要となる時

間帯がより詳しくわかります。 

「経路図選択」で「24時間」か「24時間拡大」を選択した場合は下の図のように６時間

刻みの予報を、「24時間拡大詳細」を選択した場合は３時間刻みの予報をご覧いただけま

す。 

  
図 4.2 台風進路予報の表し方 （左：5日（120 時間）先まで、右：24時間先まで） 

https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=typhoon 

 

【台風の暴風域に入る確率】 

気象庁は、市町村等をまとめた地域毎に「暴風域に入る確率」を発表します。５日（120

時間）以内に台風の暴風域に入る確率が 0.5%以上である地域に対し、図 4.3 の左図の表示

例ように５日（120 時間）先までの３時間ごとの値を示します。気象庁ホームページでは、
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「台風情報」のページの「情報選択」で「台風の暴風域に入る確率（地域ごと時間変化）」

を選ぶとご覧いただけます。 

また、地域ごとの確率に加えて、図 4.3 の右図の表示例のような確率の分布図を発表しま

す。分布図では、北緯 20～50 度、東経 120～150 度で囲まれる領域を対象として、緯度方向

0.4 度、経度方向 0.5 度毎に５日（120 時間）先までに暴風域に入る確率を示します。気象

庁ホームページでは、「台風情報」のページで「台風の暴風域に入る確率（分布表示）」を選

ぶとご覧いただけます。 

    

図 4.3 台風の暴風域に入る確率(左：地域ごと時間変化、右：確率の分布)の表示例 

 

（3）予告的に発表する気象情報 

数日先に台風による風水害が予想される場合には、「台風第△△号に関する東海地方（ま

たは〇〇県）気象情報」を発表します。事前の風水害対策に利用してください。 

 

5 高温 

5.1 高温が発生しやすい気象状況 

（1）夏季の高温 

日本の南に中心を持つ太平洋高気圧の勢力が平年に比べて強く、本州付近への張り出しが

強いとき、暖かい空気に覆われやすくなります。また、晴れて強い日差しが加わり、内陸部

を中心に日最高気温が 35℃以上の猛暑日となる日が多くなります。 

平成 30年（2018 年）の夏は、７月中旬以降、猛暑日や真夏日となる地点が多く、東海地

方での６月から８月の３か月間の夏の平均気温は、1946 年の統計開始以来、第 1位となる

記録的な高温となりました。特に８月３日は名古屋市で 1890 年の統計開始以来最高となる

40.3 度を観測しました。 

図 5.1 は記録的な高温をもたらした大規模な大気の流れですが、太平洋高気圧と上層のチ

ベット高気圧がともに日本付近に張り出し続けたことが要因です。これは上層の亜熱帯ジェ

ット気流が、強弱を繰り返しつつ北に大きく蛇行し続けたことと、フィリピン付近の積雲対

流活動が平年より活発だったことが影響しました。さらに、地球温暖化を反映した気温の長

期的な上昇傾向に加え、2018 年の春以降持続的に北半球中緯度域で対流圏の気温が全体的

に顕著に高いことも、記録的な高温に影響しました。この一因として、北半球熱帯付近の海
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面水温が平年より高く、積雲対流活動が北半球側で平年より活発だったことが挙げられま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ペルー沖の海域で海面水温が平年より低い状態が続く、「ラニーニャ現象」になっている

ときには、夏季に高温や少雨が発生しやすくなります。図 5.2 は、平常時とエルニーニョ

時、およびラニーニャ時の太平洋熱帯域の大気と海洋の変動（赤道断面図）のそれぞれの模

式図です。ラニーニャ現象が発生している時には、赤道付近を吹く東風が平常時よりも強

く、太平洋西部のフィリピンやインドネシアに暖かい海水がより厚く蓄積する一方、太平洋

東部のペルー近海では冷たい水の湧き上がりが平常時より強くなります。このため、太平洋

赤道域の中部から東部では、海面水温が平常時よりも低くなっています。ラニーニャ現象発

生時は、インドネシア近海の海上では積乱雲がいっそう盛んに発生します。この影響で太平

洋高気圧の勢力が強まります。 

平成 22年（2010 年）はラニーニャの影響が続き、東海地方では夏の３か月間の気温は観

測史上第２位の高温となりました。図 5.3 は、2010 年８月の猛暑をもたらした大気の循環

 
図 5.1 2018 年７月中旬以降の記録的な高温をもたらした大規模な大気の流れ 

図 5.2 平常時／ｴﾙﾆｰﾆｮ時／ﾗﾆｰﾆｬ時の太平洋熱帯域の大気と海洋の変動（赤道断面図） 
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と、ラニーニャ現象が日本の天候へ影響を及ぼすメカニズム、および海面水温平年偏差で

す。 

  
図 5.3 2010 年 8月の猛暑をもたらした大気の循環（左）、ラニーニャ現象が日本の天候

へ影響を及ぼすメカニズム（右上）と海面水温平年偏差（右下） 

 

（2）冬季の高温 

例年、冬季の 12月から２月は冬型の気圧配置が現れ太平洋側では晴れの日が多く、岐阜

県山間部では日本海からの雪雲の影響を受けやすく、曇りや雪または雨の日が多くなりま

す。 

エルニーニョ現象が発生している時には、赤道付近の東風が平常時よりも弱く、通常太平

洋西部に溜まることになる暖かい海水の範囲が東方へ広がるとともに、太平洋東部では冷た

い水の湧き上りが弱まっています。このため、太平洋赤道域の中部から東部では、海面水温

が平常時よりも高くなっています。エル

ニーニョ現象発生時は、積乱雲が盛んに

発生する海域が平常時より東へ移りま

す。このため冬型の気圧配置は長続きせ

ず、寒気の影響は小さくなるため、平年

に比べて高温となりやすくなります。平

成 28年（2016 年）冬季（27年 12 月から

28年２月）はこの影響が続き、東海地方

では高温となりました。令和２年（2020

年）の冬季は平成 28年を上回る暖冬にな

りました。これは、図 5.4 に示すよう

に、日本付近では冬を通して偏西風が北

に蛇行し続けたことに加え、正の北極振

動（北極付近の寒気が南下しにくい状

 

図 5.4 2020 年冬の平均的な大気の流れに関

する模式図 
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況）が持続したことなどにより、冬型の気圧配置となる日が少なくなり、日本付近への寒気

の流入が弱くなったことがわかりました。さらに地球温暖化の影響が重なって、記録的な暖

冬になったと考えられます。 

 

参考資料：夏季（6～8月）と冬季（12～2月）の高い方からの順位（東海地方 3か月平均気

温平年差、統計期間 1946 年～2021 年） 

 

5.2 高温が及ぼす農作物などへの影響 

（1）健康被害・家畜等被害 

【熱中症と見られる救急搬送者数】 

夏季には熱中症による健康被害が多くな

ることが分かっており、日最高気温が

35℃以上の「猛暑日」が発生するとその影

響が急増する傾向があります。 

2018 年の初夏から初秋までの最高気温

と名古屋市消防局から提供を受けた熱中症

とみられる搬送者数のグラフを図 5.5、図

5.6 に示します。初夏といわれる５月ごろ

には、最高気温が 25℃を上回る頃から、 

熱中症と見られる救急搬送が散発的に始ま

ります。  

2018 年の梅雨時期は、梅雨入り：６月

５日ごろ、梅雨明け：７月９日ごろでした

が、梅雨の後半は最高気温が 30℃を上回

るようになり、熱中症搬送者数が 10人前

後の日が多くなりました。梅雨末期は「平

成 30年７月豪雨」の期間があり数日気温

が下がりましたが、７月中旬からは最高気

温が 35℃を上回った日が多くなりまし

た。７月 18日と 23日には各 127 名の方が

搬送されました。最高気温のピークは、８

月３日に統計開始以来の記録の 40.3℃が

観測されていますが、搬送者数はピーク値

より少し減じた数になりました。７月中旬

から８月中頃にかけて、最高気温がおおむね 35℃を上回った期間がほぼ１か月続き、搬送

夏季 
1位：＋1.2℃ 
（2018 年） 

2 位：＋0.9℃ 
（2010 年） 

3 位：＋0.9℃ 
（1994 年） 

冬季 
1位：＋1.9℃ 
（2020 年） 

2 位：＋1.1℃ 
（2016 年） 

3 位：＋1.1℃ 
（2007 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.5 2018 年夏の名古屋の最高気温と熱中 

症搬送者数の経過※ 

※名古屋市消防局提供の熱中症搬送者数データを用いて作成 

 

図 5.6 2018 年夏の名古屋の最高気温と熱中

症搬送者数の分布※ 

※名古屋市消防局提供の熱中症搬送者数データを用いて作成 
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者数の 75％以上はこの期間に集中しています。暑さが増す時期には、順応や予防意識や対

応策が充分でなく、熱中症が起きやすいといわれています。週間天気予報で１週間先までの

天気や気温予報を、また２週間気温予報では２週間先までの気温を発表していますので参考

にしてください。 

【家畜への影響・対策】 

家畜は人間よりも暑さに弱いといわれています。家畜の体温維持機能が正常に機能する臨

界温度（気温）は、乳用牛 25℃、肉用牛 30℃、豚 27℃、採卵鶏 30～32℃、肉用鶏 28℃と

の論文があります（※）。日射の影響を抑え、送風機や細霧器の使用が一般的ですが、外気

湿度が高い場合は、さらに湿度が高くなり体表からの熱放散を妨げてしまうので気温と湿度

を確認する必要があります。 

※：https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjlac/5/Supple/5_238/_pdf/-char/ja 

「阪谷美樹，2015：暑熱ストレスが産業動物の生産性に与える影響，産業動物臨床医誌 5

（増刊号）：238-246,2015」 

 

（2）水稲の品質低下 

（注：引用元資料から、要旨をまとめています。） 

 図 5.7 は玄米の外観品質による分類ですが、図 5.8

に示した「JA越前たけふ」が公開している資料によ

れば、2011 年のコシヒカリ生産（▲印）において、

７月 28日、８月４日、８月 10日に出穂した稲を比較

すると、20日平均気温が高かった順に白未熟粒（デ

ンプンの詰まりが悪い粒）率が高かったことが報告さ

れています。また、出穂日後 20日間平均で 27℃を超

えるあたりから白未熟粒の発生が顕著になることが記

載されています。なお、地域差や品種差を考慮したそ

れぞれの地域の生産技術指導は別途確認してください。 

図 5.8 出穂日後 20日平均気温(2011 年)と 20 日平均気温と白未熟粒率の相関図

http://www.ja-echizentakefu.or.jp/agri/pdf/agri_information201110.pdf 

 

図 5.7 玄米の外観品質による分類 
森田敏（農研機構 九州沖縄農業
研究センター） 



44 
 

5.3 高温に関する気象情報 

（1）高温に関する気象情報の発表体系と目的 

夏季の高温に関する気象情報は、図 5.9 に示す発表体系となっています。５日前から２週

間前には「高温に関する早期天候情報」、数日前には「高温に関する気象情報」、前日と当日

には「熱中症警戒アラート」を順次発表して、健康管理や家畜・農作物の管理に注意を呼び

かけています。 

 

図 5.9 高温に関する気象情報の発表体系 

 

（2）高温に関する早期天候情報 

情報発表日において、６日後か

ら 14日後までを対象として、５

日間平均気温が 10年に１度の頻

度で発生するような、平年に比べ

て気温が「かなり高い」の階級に

なる可能性が 30％以上のときに

発表します。図 5.10 は高温に関

する早期天候情報の例です。発表

日は月曜日（祝日の場合は火曜

日）と木曜日で、２週間先までの

気温予報を検討して、発表要件を

満たす場合には、「高温に関する

早期天候情報」を発表します。 

 

図 5.10 高温に関する早期天候情報の例 

（月曜日（祝日の場合は火曜日）と木曜日に発表）

https://www.data.jma.go.jp/cpd/souten/?reg_no=22 
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「かなり高い」階級は、過去 30年の同時期のデータと比較して、３回未満の稀さで設定

しています。季節予報等は計算初期値に誤差が含まれることを考慮して、計算初期値に少し

違いを与えて多数の予測計算を行います。その結果から予測の確からしさに関する情報を取

り出しています。この計算結果と、過去の知見から判断して、「かなり」の階級に入る可能

性が 30％以上と見込まれた場合に発表します。この情報は通年で運用しています。農作物

の種類によって、あるいは時期によって、過剰に生育が進んだり、あるいは高温障害が出た

りすることもありますので、品種別の生産手引き書等を参考に、高温が予測された場合、そ

れに対処する必要があるかどうか検討してください。また、予測結果から５日間平均気温が 

28℃以上になると予想される場合には、熱中症による健康被害への注意文を付加して発表

します。 

 

（3）高温に関する東海地方気象情報 

週間天気予報では、予報日毎の天気と主要地点の最高気温や最低気温を発表しています

が、東海地方の複数の県で、２日先から７日先までの期間で最高気温 35℃以上が２日以上

続く予想となった場合は、「高温に関する東海地方気象情報」を発表して熱中症など健康管

理、農作物や家畜の管理等を呼びかけます。 

 

(4)熱中症警戒アラート 

 最高気温が概ね 35℃以上になることが予測

される場合に発表していた高温注意情報の運

用を終了し、令和３年度から「熱中症警戒ア

ラート」にて熱中症への警戒を呼びかけるこ

ととしました。県内の暑さ指数（WBGT）※算

出地点のいずれかで日最高暑さ指数 33以上と

予測した場合、前日の 17 時及び当日の朝５

時に最新の予測値を元に発表します。情報提

供期間は毎年４月第４水曜日から 10月第４水

曜日です。農作物や家畜の管理、農業者の熱

中症対策などに活用してください。 

図 5.11 は、愛知県熱中症警戒アラートの

例、暑さ指数（WBGT）※と注意事項等を示し

ました。熱中症警戒アラートは、熱中症の危

険性が極めて高い暑熱環境が予測される場合

に、暑さへの「気づき」を呼びかけ熱中症予

防行動を促し、暑さ対策をより強く喚起する

情報です。 

 

図 5.11 愛知県熱中症警戒アラートの例 
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※暑さ指数（WBGT）：気温、湿度、輻射熱（日差し等）からなる熱中症の危険性を示す指

標、環境省熱中症予防情報サイトから取得可能 https://www.wbgt.env.go.jp/ 
熱中症警戒アラートの情報提供サイト 

https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#element=heat&contents=information 

 

（5）長期間の高温に関する気象情報の発表 

東海地方の各県で、平年から大きくかけ離れた

高温の気象状況が１週間程度以上続き、社会的に

大きな影響が予想される場合、各気象台では「長

期間の高温に関する東海地方（または〇〇県）気

象情報」を発表します。 
図 5.12 は長期間の高温に関する東海地方気象

情報の例ですが、この情報では、観測結果や平年

との比較および今後の見通しを発表し、農作物や

家畜等の管理、熱中症などの健康管理に引き続き

配慮が必要であることを伝えます。 

 

 

（6）実況の確認 

気象庁ホームページでは、５日以上の期間の平均値や合計値を見ることができます。作柄

と天候の関係が把握できるよう、「前日まで」の、５日～90日間の合計や平均値・平年差・

平年比を地図表示や一覧表で提供しています。1.4(1)のキーワード検索で「10日平均」と

打ち込んで、検索結果から選んでいただくと図 5.13 のように表示されます。このほかの過

去の期間の平均値等は 1.4（3）の項で解説した方法で、入手することができます。 

 
図 5.12 長期間の高温に関する東海

地方気象情報の例 

 
図 5.13 天候の状況

https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/mdrr/tenkou/indexTenkouTem10d.html 
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6 低温・大雪 

6.1 低温や大雪が発生しやすい気象状況 

（1）冬季の低温と大雪 

東海地方では冬季に上空に寒気が流入するとき、低温や大雪となることがあります。 

ペルー沖の海域で海面水温が平年より低い状態が続く「ラニーニャ現象」が発生するとき

には、冬型の気圧配置が強まり上空には寒気が流れ込みやすくなります。 

海水温の分布等は図 5.2 右図に示したとおりですが、冬の場合は、図 6.1 のように偏西風

（亜熱帯ジェット気流）の蛇行を強化し、その結果として、シベリアの高気圧からの寒気の

南下を強める方向に作用するため、日本付近では低温を引き起こしやすくなり、農作物の凍

霜害が発生しやすくなります。平成 17年（2005 年）12 月はラニーニャ現象が長期間続く中

で、各地で顕著な低温となりました。 

日本付近に入る寒気が強まると、日本

海の海水温と上空の寒気の温度差が大き

くなり、日本海で雪雲が発達しやすくな

ります。さらに、季節風の吹き方によっ

て日本海側からの雪雲が山地・山脈の低

い所を通過しやすくなると、岐阜県山間

部はもちろんのこと、通常降雪が余り見

られない東海地方平野部でも大雪になる

ことがあります。 
日本海寒帯気団収束帯 （ＪＰＣＺ：

Japan sea Polar air mass Convergence 

Zone）と呼ばれる、冬に日本海で寒気の

吹き出しに伴って形成される水平スケー

 

図 6.1 2005 年 12 月の低温や大雪をもたらし

た大気の流れ 

 

図 6.2 冬型の気圧配置が強い時の日本海の雲分布例 

左・中：2017 年 2月 10 日 09 時の地上天気図と可視画像 

右：東海地方に発達した雪雲が流れ込むときの模式図 

「地形データには USGS の GTOPO30 を使用」 
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ルが 1000km 程度の収束帯があります。この収束帯に伴う帯状の雲域を「帯状雲」と呼び、

図 6.2 の中図はその例です。 

強い冬型の気圧配置や上空の寒気が流れ込む時に、この収束帯付近で対流雲が組織的に発

達し、本州日本海側の地域では局地的に大雪となることがあります。この雲の列が若狭湾付

近に達するとき、あるいは上空の寒気が強い時には、発達した雪雲の一部が山脈を吹き越し

て東海地方の平野部でも雪や雨の降ることがあります。このような場合、着雪や大雪による

倒木や農業施設の倒壊が発生しやすくなります。 
 

（2）夏季の低温 

ペルー沖の海域で海面水温が平年より高い状態が続く「エルニーニョ現象」が発生すると

きには、太平洋高気圧の張り出しが弱まります。また、オホーツク海の高気圧が張り出して

冷涼な空気の影響を受けやすく、東海地方では低温が発生しやすくなります。平成 21年

（2009 年）の夏季や平成 27年（2015 年）８月後半はこの現象が現れて顕著な低温となりま

した。 

 
（3）晩霜・早霜期の低温 

熱の伝わり方には熱放射・伝導・対流があります。物体は常に、光や赤外線などの電磁波

として熱を放出しています。気象解説で使う「放射冷却」は、地面からの熱の放射がまさっ

て、早朝の冷え込みが顕著な場合に使われます。主に春や秋に大陸方面から冷たい空気が入

り、移動性高気圧に覆われる場合には、快晴で風が弱く、放射冷却が強く現れます。地面に

接する空気も下から冷やされ、日の出前後に観測される気温がもっとも低くなります。気象

観測値では約３℃以下が、霜や凍結の目安となります。 

この「３℃」と「凍結」の関係に矛盾を感じるかもしれませんが、地上気温の観測は、世

界的に地表面からの高さ 1.5ｍで計測することを標準としています。1.5ｍの高さで３℃と

観測されても、下から冷やされた空気はかき混ぜられることが無ければ下ほど低いままで、

地表面付近では氷点下に達していることがあります。地形が周囲に比べて凹んでいる所には

冷気が溜まり易く、霜道や霜窪と呼ばれる常襲地があります。ファンで風を起こして、上空

数ｍの高さの比較的暖かい空気とかきまぜて霜の被害を防ぐ方法もあります。 

また、上空に冷たい空気が入ったまま、日中には強い日射で気温が上昇して、大気の状態

が不安定になって積乱雲が非常に発達することがあります。霜害とひょう害が同日あるいは

数日の間に前後して起きることもあります。 

 

6.2 低温や大雪が及ぼす農業被害 

冬季には、積雪量が多くなると雪の重みでパイプハウスなどが倒壊し、着雪により果樹の

倒木や枝折れ被害が発生します。また、降雪や視界不良により交通障害が発生して農作物の

流通に影響を及ぼします。低温の場合には農業施設の温度管理のための燃料の事前調達が必

要となります。 

図 6.3 は凍霜害事例の写真ですが、早霜期や晩霜期の低温発生時には、茶の凍霜害や果物
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の凍霜害が発生しやすくなります。また夏季の低温は農作物の生育に影響を及ぼします。 

  
 

図 6.3 凍霜害 左図は茶（新芽）、右図は温州みかん 

 

6.3 低温や大雪に関する気象情報 

（1）低温や大雪に関する気象情報の発表体系と目的 

低温や大雪に関する気象情報は図 6.4 の発表体系となっています。６日後から 14日後ま

でを対象として、低温や大雪に関する早期天候情報を発表します。また数日前には「強い冬

型の気圧配置に関する東海地方気象情報」などの予告的な気象情報を発表し、降雪量の予想

が定まってきた段階では「大雪に関する気象情報」を発表し、必要な場合にはビニールハウ

ス等の倒壊のおそれにも言及します。さらに、大雪の発生の確度が高まった段階では大雪警

報や注意報を発表して雪害への警戒や注意を呼びかけています。また、低温が予想される場

合にはその前日に低温注意報や、時期によっては霜注意報を発表して注意を呼びかけます。 

  

図 6.4 低温や大雪に関する気象情報の発表体系（上） 

警報・注意報等の発表基準の例（下） 
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（2）低温や大雪に関する早期天候情報 

情報発表日において、６日後から 14日後までを対象として、５日間平均気温が 10年に１

度の頻度で発生するような、平年に比べて気温が「かなり低い」の階級になる可能性が

30％以上あるときに発表します。発表日は月曜日（祝日の場合は火曜日）と木曜日で、２週

間先までの気温予報を検討して、発表要件を満たす場合には、「低温に関する早期天候情

報」を発表します。 

農作物の種類によって、あるいは時期によって、生育の遅れや低温障害が出ることもあり

ますので、この情報が発表された場合には、品種別の生産手引き書等を参考に、低温予測に

対処する必要があるかどうか検討してください。 

岐阜県山間部で、平年を大きく上回る降雪が予想される（降雪量が 10年に 1度の頻度で

発生するような、平年に比べて「かなり多い」の階級になる可能性が 30％以上ある）とき

には「大雪に関する早期天候情報」を発表します。初冬の時期においては積雪への備えを促

す目的で発表します。厳冬期において

は、岐阜地方気象台が定めた「大雪警

報」や「大雪注意報」に相当する状態が

数日間続くことを想定して雪害や除雪へ

の事前対策を呼びかける目的で発表しま

す。 

なお、低温と大雪の両方を発表する場

合は図 6.5 のように発表します。検討に

用いている資料の一部は気象庁ホームペ

ージで公開しています。図の見方使い方

は 5.3(2)のとおりです。 

 

（3）その他の気象情報等の文例 

気象情報や大雪警報・注意報、霜・低温注意報の文例を図 6.6 に示します。 

 

（4）実況の確認 

 

図 6.5 低温と大雪に関する早期天候情報の例 

https://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/souten/?reg_no=22 

 

図 6.6 大雪警報や気象情報の例（左）、霜注意報・低温注意報（右）の例 
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5.3(6)を参照していただきますと、天候の状況を確認することができます。 
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7 長雨・日照不足 

7.1 長雨・日照不足が発生しやすい気象状況 

 梅雨前線や秋雨前線が本州付近に停滞するような時期や湿った気流の影響を受けやすい

気圧配置が長期間続くことで、東海地方では平年に比べ曇りや雨の日が多くなります。その

結果、長雨や日照不足となり、農作物の生育不良や病害虫の発生が多くなります。 

盛夏の時期には、通常は日本の南に中心を持つ太平洋高気圧が勢力を増すことで晴れた日

が多くなりますが、「エルニーニョ現象」のときには太平洋高気圧の張り出しが弱まり、東

海地方では例年に比べ曇りや雨の日が多くなり、長期間の日照不足や多雨となることがあり

ます。 

近年では、平成 21年（2009 年）７月下旬から８月上旬にかけて、東海地方では太平洋高

気圧の張り出しが弱く梅雨前線や湿った気流の影響で、曇りや雨の日が多く「不順な天候」

が続き梅雨明けが８月３日ごろと、平年よりかなり遅くなりました。図 7.1 は、そのときの

大気の循環の特徴と、生育後期の長雨による小麦赤かび病の写真です。また、平成 28年

（2016 年）と平成 29年（2017 年）の秋季は相次ぐ台風や秋雨前線の影響で顕著な日照不足

となり、野菜などが生育不良で価格が高騰し、社会的な影響が大きくなりました。 

 

 

図 7.1 2009 年多雨をもたらした大気の循環の特徴（左） 

           生育後期の長雨による小麦赤かび病（右） 

 

7.2 長雨・日照不足に関する気象情報 

（1）長期間の日照不足に関する気象情報の発表 

東海地方の各県で平年から大きくかけ離れた日照不足の気象状況が１週間程度以上続き、

その後もこのような気象状態が続き農作物への影響が予想される場合、各気象台では「日照

不足に関する○○県気象情報」を発表して農作物の管理を呼びかけます。 

図 7.2 は日照不足に関する気象情報の例です。また、東海地方の広い範囲で農作物の被害

が予想される場合には、名古屋地方気象台から東海地方気象情報を発表します。気象状況で



53 
 

は、対象期間の日照時間が「かなり少ない」の階級に相当する、過去の出現率が 10年に１

度発生するような稀な気象状態の場合、農業対策を注意喚起する必要性を検討して発表しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）実況の確認 

5.3(6)を参照していただきますと、天候の状況を確認することができます。 

 

8 少雨 

8.1 少雨が発生しやすい気象状況 

夏季の高温と類似するような気象状況では晴れた日が多くなり、例年に比べ降水量の少な

い状態が現れやすくなります（5.1（1）参照）。その結果、河川流量やダムの貯水率が低下

し渇水対策として農業用水の取水制限などの対策が続くこととなります。冬季に比べ夏季の

少雨は農作物の生育時期と重なり、農作物への影響が大きくなります。 

冬季には冬型の気圧配置が続くことで太平洋側では冬晴れが続き、長期間の少雨が現れや

すくなります。 

春季や秋季の時期に、低気圧の影響を受けにくく移動性高気圧に覆われる日が続くと降水

量が少なくなります。農作物の植え付け時期と重なると、大きな影響があります。 

平成 29年（2017 年）５月の月間降水量は、東海地方の平均で見ると平年比 49％で「かな

り少ない」状況になりました。しかし、４月中旬までは降水量が多く、上流部の冬の積雪も

十分で、ダムの貯水量は比較的多かったため、河川などから供給される用水が利用できる地

域は、少雨被害までは至らなかったようです。この傾向は６月中旬まで続きました。 

 

8.2 少雨に関する気象情報 

（1）少雨に関する気象情報の発表 

東海地方の各県で平年から大きくかけ離れた少雨の気象状態が１週間以上続き、その後も

このような気象状態が続き農作物への影響が予想される場合、各気象台では「少雨に関する

○○県気象情報」を発表して農作物や水の管理を呼びかけます。 

 

図 7.2 日照不足に関する気象情報の例 
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図 8.1 は、少雨に関する気象情報の例です。また、東海地方の広い範囲で農作物の被害が

予想される場合には、名古屋

地方気象台から東海地方気象

情報を発表します。 

気象状況では、対象期間の

降水量が「かなり少ない」の

階級に相当する、過去の出現

率が 10年に１度発生するよう

な稀な気象状態の場合、農業

対策を注意喚起する必要性を

検討して発表します。 

 

（2）実況の確認 

5.3(6)を参照していただきますと、天候の状況を確認することができます。 

 
9 天候情報等を活用した農業対策事例 

天候情報を利用した技術指導や技術情報による対策事例を紹介します。また、病害虫発生

予察情報や農業技術情報は県の農業研究機関などから定期的に発行されています。これまで

の生育状況に加え、気象台が発表した気候情報や予報を利用した農業対策が進められていま

す。 

 

9.1 茶の凍霜害対策 

（1）気象概況と被害の事例 

静岡県農業気象災害速報（https://www.data.jma.go.jp/obd/bsdb/data/files/sg_history/22000/

2013/22000_2013_1_8_1.pdf）によれば、平成 25年の一番茶芽は、３月の高温により例年より

生育が早く、４月 12日時点では中山間地域でも萌芽期を過ぎていたと推察され、耐凍性が

著しく低下していました。 

平成 25年４月 11日夜から 13日朝にかけて上空には強い寒気が流れ込み、地上では高気

圧に覆われて晴れた影響で気温が下がり、静岡県内の多くの地点で最低気温が４℃以下、菊

川牧之原の最低気温は、12日は 1.9℃、13 日は 2.4℃となりました。４月 12日と 13日には

低温の影響で霜が降り、中山間地域の防霜施設のない茶園を中心に凍霜害が発生しました。 

なお、平成 22年（2010）３月 30日にも大規模な凍霜害がありました。（茶業研究報告：

http://agriknowledge.affrc.go.jp/RN/2010811243.pdf） 

 

（2）気象台が発表した気象情報 

図 9.1 は、静岡県地方における茶の凍霜害に対する、気象庁、県農業機関および普及指導

員が対応した状況です。名古屋地方気象台からは、４月５日発表の１か月予報では、第２週

目の４月 13日から 19日について、“寒気の影響を受ける時期がある見込み”との解説を行

 

図 8.1 少雨に関する気象情報の例 
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っています。静岡地方気象台からは、日々の天気を検討して、放射冷却現象が顕著で最低気

温の低下が予想される 12日と 13日の朝を対象に「霜注意報」及び「おそ霜予報」（9.3参

照）を発表して、霜害に対する農作物の管理を呼びかけました。 

 

（3）被害に対する技術対策 

萌芽期を過ぎた茶園が多く、被害が発生した茶園について、静岡県及び JA静岡経済連は

「茶凍霜害発生後の技術対策」を茶農家に配布し、技術対策指導などを行いました。 

 

9.2 稲作の低温・高温対策など 

三重県では、気象台発表の 1か月予報を利用して、技術情報を発信しています。 図 9.2

は、水稲生育期の気象情報と技術指導の対応状況の例ですが、平成 27年６月から７月初め

の低温や多雨・日照不足の予測をもとに「乳白米の発生軽減対策」や「いもち病対策」を周

知し、同年７月下旬の高温予測に対して「白未熟粒発生軽減対策」の周知など、気象庁の最

新の情報にもとづく技術指導を行っています。 

なお、この事例では、７月中旬に台風第 11号の日本付近への北上がありました。一時は

大型で非常に強い台風となり、北半球の大気大循環を大きく変える作用をしたと考えられま

す。季節予報ではこのようなケースを、早い時期から予報に取り込むことは困難です。今回

は７月 16日発表の予報で、台風後の予測が明確になっています。 

このようなことがあるため、１か月予報等季節予報においても最新の予報を利用してくだ

さい。 

 

 

 

図 9.1 茶の凍霜害に対する静岡県地方での対応 

（注 1）異常天候早期警戒情報は、2019年 6月 19 日から早期天候情報に名称変更しました。 
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平成 27年 6 月～7月中旬 7 月下旬～8月上旬 

気象庁の 
情報 

・6月 18日発表 1か月予報 
期間の前半は気温がかなり低く、向こう 1
か月の気温は平年並か低い見込みです。 

・低温に関する異常天候早期警戒情報※発表 
6 月 15 日、6月 18 日 

（※）令和元年6月 19日から早期天候情報に名称変更 

・7月 16日発表１か月予報 
太平洋高気圧の張り出しが強い影響で、期
間の前半は気温がかなり高くなるでしょ
う。向こう 1か月の気温も高い見込みで
す。 

・高温に関する異常天候早期警戒情報※発表 
7 月 16 日、27日、30 日 
（※）令和元年6月 19日から早期天候情報に名称変更 

技術情報 

・定期的に「三重の米情報」（三重県中央農業改良普及センター）を発行し 
生育状況や今後の栽培管理情報を発信 

・気象情報を受けて、6月 19 日付け、7月 14 日付けで低温対応の技術対策を周知 
・高温対応の技術対策は下に添付 

気象経過 

・6月 8日ころ梅雨入り、7月 20 日ころ梅雨
明け。梅雨期間降水量「かなり多い」 

・気温  
6 月下旬：低い、7月上旬：かなり低い 

・台風第 11号が日本の南海上を北上 
7 月 16 日四国上陸、17日には日本海へ 

・台風の北上後太平洋高気圧の張り出しが強ま
って、高温・少雨・多照 

・気温 
7 月下旬：高い、8月上旬：かなり高い 

・降水量 
7 月下旬：少ない、8月上旬：かなり少ない 

 

図 9.2 水稲生育期の気象情報と技術指導の対応 平成 27年 6月～8月 

 

9.3 凍霜害に関する各種気象情報の流れと対策例 

（1）霜注意報の起源 

霜予測情報については、明治 20～30 年代の各測候所（現在の地方気象台等に相当）の創

設期においても、主に養蚕との関係から情報需要が高まっていました。現代からすれば相当

単純な予測技法による気象情報の発表でしたが、創立の当初期から何らかの情報提供を開始

した測候所は多く、例えば「名古屋測候所」は明治 32年には「春霜予報」を開始していま

す。 

 

（2）凍霜害に関する機関連携 

春季発芽期における凍霜害発生は、当該年の農業生産全体にダメージを与えることは今も

昔も変わりがありません。また、霜注意報は発芽状況等を踏まえて注意を促す必要があり、
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実施期間（特に始期）については、平年の時期を定めつつも、県等の農業指導機関と連絡調

整の上で、毎年必要時期を検討して設定しています。 

霜に注意が必要な期間については、関係者向けに農業気象情報の提供を通常より詳細に行

っている気象台もあります。 

静岡地方気象台では、県からの要請を受け、一定期間については、県内の翌朝の最低気温

予報地点を、通常の 6地点にさらに 5地点増やして、茶栽培をはじめとする農業支援を行っ

ています。おそ霜予報や霜注意報は、農業技術指導を行う県等の連絡ルートのほか、NHK や

各放送局の協力を得て各農家が直接情報を入手できるよう運用されています。 

また、岐阜地方気象台は晩秋の早霜期にも霜注意報を行っています。この情報により、か

きやみかんの果実の凍霜害の予防策が執られ、早期収穫や寒冷紗による被覆などが検討され

ます。 

なお、春に凍霜害が生じた後は、各種気象実況及び予報を参考に農作物の草勢回復や病害

虫の発生防止等のため適切な肥培管理や適期防除等の措置が執られます。 

図 9.3 は、凍霜害に関する気象情報の流れと対策例です。 

 

図 9.3 凍霜害に関する気象情報の流れと対策例 
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付録１ 用語や統計に関する説明 

 

（1）「平年値」とは 

農業の継続においては農業者の経験値は重要です。その経験値に相当する気象データとし

て、「平年値」が利用できます。 

平年値は平均的な気候状態を表すときの用語で、気象庁では 30年間の平均値を用い、西

暦年の１位の数字が１になる 10年ごとに更新しています。現在の「平年値」は、1991 年か

ら 2020 年までの 30年のデータから求められています。 

 

（2）３つの階級区分について 

季節予報では、１か月間や３か月間の平均的な天候（気温や降水量など）が平年よりも低

く（少なく）なるのか、平年並となるのか、平年よりも高く（多く）なるのかを予報しま

す。 

この「低い（少ない）」、「平年並」、「高い（多い）」といった３つの階級は、1991 年～

2020 年の 30 年間の値のうち、11番目から 20番目までの範囲を「平年並」として、それよ

り低ければ「低い」、高ければ「高い」と定めています。このように３つの階級を定めるこ

とで、過去 30年間の値では３つの階級それぞれの出現回数が 10回ずつとなり、出現率が等

分（33％ずつ）となります。これを気候的出現率といいます。 

たとえば向こう１か月間の平均気温を予想するとして、もし予測資料が何もないと、「低

い」となる確率、「平年並」となる確率、「高い」となる確率はすべて等しい（気候的出現

率）と予想することになり、各階級の予報確率は 33％、33％、33％となります。 

下の図に、平均気温を例に「平年並」の範囲の決め方を模式的に示します。「平年並」の

範囲は地方や予報対象期間ごとに異なり、また、10年ごとに値が更新されていきます。 
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（3）季節予報の確率表現 

季節予報は、気温、降水量などを３つの階級に分けて、３つの階級のうちのどの範囲に入

るかを、確率を使って予報します。季節予報の地図表示で、地域名の下に並んでいる３つの

数字は、左から順に「低い（少ない）」となる確率、「平年並」となる確率、「高い（多い）」

となる確率を表しています。 

「向こう１か月の平均気温は「低い」となります。」と断定するのではなく、たとえば

「「低い」となる確率 60％、「平年並」となる確率 30％、「高い」となる確率 10％」とい

うように、３つの階級それぞれが発生する可能性の大きさを確率で予報します。この「気温

が「低い」となる確率 60％」という予報は、これと同じ予報を 100 回発表したとき、その

うち約 60回は実際の気温が低い階級になると予測していることを意味しています。一方

で、100 回のうち約 10回しか「高い」とならないという予測であることも意味します。ま

た、季節予報はあくまでも確率を予報するものであり、「「高い」となる確率が 80％」と

いう予報と、「「高い」となる確率が 40％」という予報を比べても、80％の方が気温の平

年差が大きいと予測しているわけではありません（ただし、確率的に期待される気温（期待

値）としては、80％の方が高くなります）。 

下の図は、1か月平均気温の確率表現の例です。この図から 

 北・東・西日本では「低い」となる確率が大きく、沖縄・奄美では「平年並」とな

る確率が大きい 

 東日本の「低い」となる確率が 60％で最も大きく、気温が「低い」となる可能性が

一番大きいのは東日本である 

 北・東日本では、「高い」となる確率は 10％と小さく、気温が平年よりも高くなる

可能性は小さい 

ということが分かります。  
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（4）東海地方季節予報で用いている気温の平年差・降水量の平年比など 

地域平均のデータは、過去の地域平均気象データ検索 

https://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/cgi-bin/view/index.php でご覧いただけます。

同じページで、「東海地方」と「１月」などを選択いただいて、必要に応じて 月ごと、旬

ごと、７日・14日・28日ごとの階級区分値を選択いただいて、予報期間に相当する日や期

間を読み取って利用してください。 

 なお、地域の値としての平年値はありません。まず、地点別に、平年値を求め、実測値

（あるいは予報値）との差を求め、地点の平年差が決まります。この平年差の複数地点の平

均を求めて、当該地域または地方の平年差としています。平年比も同様で、地点毎に平年比

を求めてから複数地点の平均を求め当該地域または地方の平年比としています。 

 

（5）気象データの整理 

各地方気象台では、気象に起因する農業災害の防止・軽減、気象の利用による農業技術の

合理化及び農業生産性の向上を図ることを目的に、農業機関及び農業生産者を対象とした農

業気象速報を毎旬（月３回）発行しております。 

 

名古屋地方気象台 https://www.data.jma.go.jp/nagoya/shosai/news/nogyoindex.html 

津地方気象台   https://www.data.jma.go.jp/tsu/overview/overview.html#agriculture 

岐阜地方気象台  https://www.data.jma.go.jp/gifu/shosai/nogyo/nogyo.html 

静岡地方気象台  https://www.data.jma.go.jp/shizuoka/shosai/nogyo/nogyo.html 

 

このほか、各県域の気象データを月間で整理した 気象概況や３か月毎の季節のまとめや

年のまとめを発行しています。近年は、気象庁は各種データのインターネット提供を促進し

ており、常時最新資料までの天気図やアメダス等のデータダウンロードも可能になっていま

す。生のデータが扱えるため、複数の気象要素を組み合わせた統計（例：積算気温の計算）

や、他の資料（例：農業生産に必要であった光熱水費）との比較分析が可能です。 
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付録２ 行政機関等がサービスする気象情報や農業技術情報 

行政機関等 情報種類 ホームページアドレス 

農林水産省 
農業技術の基本指針 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo03/gityo/ 

※上記アドレストップページに掲載 

被害防止に向けた技術指導 https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/gijyutu_sido.html 

気 象 庁 
農業気象ポータルサイト https://www.jma.go.jp/jma/kishou/nougyou/nougyou.html 

気象情報を活用して気候の影

響を軽減してみませんか 
https://www.data.jma.go.jp/gmd/risk/index.html 

主な最新 
気象情報 
 

気象警報・注意報 https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=warning 

気象情報 
https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=information&

element=information 

早期天候情報（東海） https://www.data.jma.go.jp/cpd/souten/?reg_no=22 

台風情報 https://www.jma.go.jp/bosai/map.html#contents=typhoon 

静 岡 県 台風・強風対策マニュアル 
http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-

310/kisyou/taifuutaisaku20120723.html 

岐 阜 県 病害虫発生予察情報 https://www.pref.gifu.lg.jp/page/2934.html 

愛 知 県 あいち病害虫情報 https://www.pref.aichi.jp/site/byogaichu/index.html 

三 重 県 
三重県病害虫発生予察情報 http://www.pref.mie.lg.jp/common/05/ci600004410.htm 

いもち病発生予測支援システ

ム（ブラスタム） 
https://www.pref.mie.lg.jp/byogai/hp/39584007416.htm 

 

付録３ 行政等支援の窓口 

行 政 機 関 ホームページ 

農林水産省 
東海農政局 https://www.maff.go.jp/tokai/ 

関東農政局 https://www.maff.go.jp/kanto/ 

気 象 庁 

名古屋地方気象台 https://www.jma-net.go.jp/nagoya/index.html 

岐阜地方気象台 https://www.jma-net.go.jp/gifu/index.html 

津地方気象台 https://www.jma-net.go.jp/tsu/index.html 

静岡地方気象台 https://www.jma-net.go.jp/shizuoka/index.html 

県の機関 

愛知県農政部 
農業経営課 

https://www.pref.aichi.jp//soshiki/nogyo-keiei/ 

岐阜県農政部 
農業経営課 

https://www.pref.gifu.lg.jp/soshiki/11419/ 

三重県農林水産部 
担い手支援課 

http://www.pref.mie.lg.jp/NINAITE/ 

静岡県経済産業部

農業戦略課 
http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-310/ 
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付録４ 「農業に役立つ気象情報の利用の手引き」の利用について（著作権等） 

 

                                            名古屋地方気象台  

 

「農業に役立つ気象情報の利用の手引き」に掲載されている図表・写真・文章（以下「資

料」といいます。）は、第三者の出典が表示されているものを除き、資料の複製、公衆送

信、翻訳・変形等の翻案等、自由に利用できます。ただし、以下に示す条件に従っていただ

く必要があります。 
 
・利用の際は、出典を記載してください。 
（出典記載例） 

出典：名古屋地方気象台「農業に役立つ気象情報の利用の手引き」（ｘ年ｘ月）より 

 
・資料を編集・加工等して利用する場合は、上記出典に加え、編集・加工等を行ったこと

を掲載してください。また編集・加工した情報を、あたかも名古屋地方気象台が作成し

たかのような様態で公表・利用することは禁止します。 
（資料を編集・加工等して利用する場合の記載例） 

名古屋地方気象台「農業に役立つ気象情報の利用の手引き」（ｘ年ｘ月）をもとに○○株式会社作成 

 
・第三者創作図表・引用リストに掲載されている図表または第三者の出典が表示されてい

る文章については、第三者が著作権その他の権利を有しています。利用にあたっては、

利用者の責任で当該第三者から利用の許諾を得てください。 
 

第三者創作図表・引用リスト 
ページ 図番等 タ イ ト ル 等 
ｐ25図 1.20（上） 愛知県 農業気象災害対策技術指針 

ｐ25図 1.20（下） 静岡県 施設園芸における台風・強風対策マニュアル 

ｐ26図 1.21 農林水産省 被害防止に向けた技術指導 

ｐ29図 2.3 
県別農業産出額（令和元年）東海農政局・関東農政局資料、および農

林水産省の主要農産物の産出額と構成割合の統計資料から 

ｐ43図 5.5 2018 年夏の名古屋の最高気温と熱中症搬送者数の経過 

ｐ44図 5.6 2018 年夏の名古屋の最高気温と熱中症搬送者数の分布 

ｐ44図 5.7 玄米の外観品質による分類 

ｐ45図 5.8 
出穂日後 20 日平均気温(2011 年)と 20 日平均気温と白未熟粒率の相

関図 

ｐ57図 9.2 平成 27 年産米品質改善技術情報 第 2報 

ｐ44本文 5.2(1) 家畜の体温維持機能が正常に機能する臨界温度 

ｐ44本文 5.2(2) 水稲の品質低下 
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付録５ 気象庁ホームページの主な二次元バーコード集 

 

 

気象庁 HP 

 

 

農業気象 

 

 

各種ﾃﾞｰﾀ・資料 

 

 

知識・解説 

 

 

台風情報 

 

 

雨雲の動き 

 

 

今後の雨 

 

 

アメダス 

 

 

推定気象分布 

 

 

天気予報 

週間天気予報 

 

気象警報等 

 

 

分布予報 

 

 

季節予報 

 

 

2 週間気温予報 

 

 

早期天候情報 

 

 

熱中症アラート 

 

 

キキクル 

（危険度分布） 

 

気象情報 

 

 

 


